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I. 国土形成計画（全国計画）のモニタリングについて 

 

 国土形成計画（全国計画）（平成20年７月４日閣議決定）（以下「全国計画」という。）で

は、「多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築するとともに、美しく、暮らしや

すい国土の形成を図ること」という「新しい国土像」を掲げ、その実現のための戦略的目標、

各分野別施策の基本的方向等を定めているところ。 

 全国計画においては、 

・ 計画の指針性向上のため、策定、推進、評価のプロセスを通じて効率的、効果的な進行

管理を行う「国土計画のマネジメントサイクル」の確立が求められているが、このために

は、国土をめぐる様々な情報を常時収集、整理し、総合的・体系的に分析する計画のモニ

タリングが必要となる。 

・ 計画のモニタリングの対象としては、国土をめぐる経済社会情勢、土地利用、自然環境、

国土基盤ストックの状況等様々な情報が考えられる。今後のモニタリングの実施に向けて

（略）具体的な実施手順や体制のあり方等を検討する。また、国民生活の改善に及ぼす効

果や満足度が適切に把握できるようなモニタリング指標の設定について検討する。 

・ モニタリングの結果も踏まえて、国土形成計画法第７条の規定に基づき、全国計画に係

る政策の評価を適切に実施し、その結果に応じて必要な措置を行う。 

 とされているところ。 

 これを踏まえ、全国計画が閣議決定されてから一年余りが経ち、計画策定年次である平成

20年度の統計指標や政策評価指標が公表され始め、モニタリングの本格的な実施に向けた取

組を行っていく段階に入ったことから、国土形成計画（全国計画）の構成を踏まえた上で、

モニタリングの全体の構成、具体的なモニタリング指標の設定方針等について検討を行った。 

 

 国土形成計画（全国計画）の第１部では、「多様な広域ブロックが自立的に発展する国土

を構築するとともに、美しく、暮らしやすい国土の形成を図ること」という新しい国土像を

掲げ、その実現のための戦略的目標として「東アジアとの円滑な交流・連携」「持続可能な

地域の形成」「災害に強いしなやかな国土の形成」「美しい国土の管理と継承」「「新たな公」

を基軸とする地域づくり」の５つを提示している。 

 国土形成計画（全国計画）の第２部では、第１部で示された新しい国土像と戦略的目標の

実現のために必要な基本的な施策を政策分野別に示している。 

 こうした国土形成計画（全国計画）の構成を踏まえ、そのモニタリングの構成について、

以下のように取りまとめた。 
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１． 国土形成計画（全国計画）のモニタリングの構成 

 

①５つの戦略的目標の進捗度のモニタリング 

 第１部で提示されている、新しい国土像実現のための５つの戦略的目標をモニタリングす

ることをもって、新しい国土像の実現度を把握することとする。 

 ５つの戦略的目標のモニタリングの実施にあたっては、国土形成計画の関係主体への指針

性の向上というモニタリングの目的を踏まえれば、国民にとって具体的な目標別の進捗を必

要最小限の指標でモニタリングすることが重要であることから、サブ戦略的目標（※）ごと

に進捗を代表的に示すと考えられる代表指標を１つ設定してモニタリングを行う。 

 ※計画第１部第３章各節中に記載されている、５つの戦略的目標のもとに置かれた合計15のより具体的な項目。例えば、

第１部第３章第１節（１）「東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業の強化」。 

 

②施策の実行度のモニタリング 

 第２部については、各府省の実施する施策が中心に記載されているため、各府省が実施し

ている政策評価の結果と不整合になる懸念を考慮し、行政機関が行う政策の評価に関する法

律（平成13年法律第86号）に基づき、各府省において実施している各府省の政策評価指標を

活用して施策の実行度のモニタリング（施策の進捗状況に関する把握）を行う。 

 

③国民を対象とした意識調査 

 国土形成計画（全国計画）に示される戦略的目標の実現に対して、国民がどのように実感

しているか、また、実現に向かっていないと実感される場合、その原因はどこにあるのかを

把握することを目的とした、国民（一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業）を対象

としたアンケート調査を実施する。 
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２． 具体的なモニタリング指標の設定方針 

 

○指標の設定にあたっての基本方針 

 国土形成計画（全国計画）の本文において、計画期間が「21世紀前半期を展望しつつ、今

後概ね10ヶ年間における国土形成に関する基本的な方針、目標及び全国的見地から必要であ

る基本的な施策を示すこととする」とされているのを踏まえ、モニタリングの対象期間も計

画策定（平成20年度）後から今後概ね10ヶ年間を基本とする。 

 

 モニタリングは今後も毎年度、継続的に実施する予定である。なお、モニタリング指標に

ついては、必要があれば見直しを行うこともありうる。 

 

 

①５つの戦略的目標の進捗度のモニタリング 

 モニタリングを行うために選定した代表指標以外でも、公表することが国土形成計画の進

捗の把握に資すると思われる指標については、参考指標として設定する。サブ戦略的目標に

よっては内容が多岐にわたるものもあることも鑑み、参考指標については、サブ戦略的目標

ごとに数を統一、限定することはしない。参考指標は、５つの戦略的目標についてはそれら

を代表する必要最小限の指標でモニタリングするという考え方に基づき、取りまとめ資料に

は含めないが、モニタリング結果の国土交通省ＨＰでの公表の際には、代表指標とともに公

表することとする。 

 

 代表指標の選定にあたっては、以下の４つの観点を総合的に判断し、最も優れているもの

を代表指標、その他を参考指標とする。（これらを満たす指標が複数ある場合等は、サブ戦

略的目標の名称をより代表的に表していると思われるものを代表指標とする方針とする。） 

  ⅰ アウトカム性（計画本文との関連性） 

   国土形成計画（全国計画）のモニタリングであるので、計画本文（サブ戦略的目標）

のアウトカム性（目標の成果をモニタリングするにあたっての適切性）を考慮する。 

  ⅱ データ収集性（インターネット等を通しての収集の容易さ） 

   国土形成計画の関係主体への指針性向上というモニタリングの目的も踏まえ、インタ

ーネット等を通して入手可能である等、一般国民にとっても収集が容易である指標を活

用することとする。 

  ⅲ 継続性（毎年度継続的に入手可能か） 

   モニタリングは今後も継続的に実施する予定であることから、原則として、公的機関

が公表している基幹統計等で、毎年更新される指標を活用することとする。 

  ⅳ 加算性（広域ブロック単位で収集可能か） 

   「多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築する」という計画の基本的な方

針を踏まえると、広域ブロック単位での進捗状況をモニタリングすることは意義がある

ことから、原則として、広域ブロック単位での算出を可能とする都道府県単位で入手で
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きる指標を活用することとする。なお、広域ブロック単位で算出可能な指標を公表する

ことは、国土形成計画の関係主体（広域ブロック協議会等）への指針性向上にも資する

と思われる。 

 上記の４つの観点に加え、モニタリングの対象期間が計画策定（平成20年度）後から今後

概ね10ヶ年間を基本とすることから、今回の作業では代表指標の選定にあたっては、平成20

年（2008年）の実績値があるものから選定している。ただし、モニタリングは今後も継続的

に実施することから、指標の検討は平成19年（2007年）以前の実績値しかないものも対象と

して行っており、参考指標に選定しているものもある。 

 

 

②施策の実行度のモニタリング 

 各府省の政策評価指標は、原則として平成21年度に各府省において公表されたものを引用

しているが、公表時期の関係上、平成20年度に公表された政策評価指標を引用した府省もあ

る。施策に関連すると思われる各府省の政策評価指標を網羅的に抽出しているため、同一の

政策評価指標を複数箇所にわたって抽出していることもある。 

 

 具体的には、本文に記述されている施策に対応している各府省の政策評価指標を抽出し、

その政策評価結果を参考にして、章や節毎にまとめを記述することで、施策の実行度のモニ

タリング（各施策に関しての進捗状況に関する把握）を行う。 
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３．モニタリング結果の記述方針 

 

①５つの戦略的目標の進捗度のモニタリング 

 モニタリング結果の記述にあたっては、原則として、基準年（平成19年（2007年））から

の代表指標の変化の方向を基に、「進展していると見られる」もしくは「進展していると見

られない」と記述しており、代表指標の水準を基には記述していない。 

 ただし、基準年（平成19年（2007年））から変化は無いものの、ほぼ100％で横ばいである

等、それ以上の進展が困難であると見られる場合は、「平成19年（2007年）以降は十分に進

展している」と記述している。 

 

 戦略的目標毎のまとめにあたっては、当該目標において、 

・「進展が見られる」サブ戦略的目標が全てであれば「進展していると見られる」 

・「進展が見られる」もしくは「概ね進展が見られる」サブ戦略的目標が全てではないが、

半数以上であれば「概ね進展していると見られる」 

・「進展が見られる」もしくは「概ね進展が見られる」サブ戦略的目標が半数未満であれば

「進展しているとは見られず、今後の進展が求められる」 

 と記述している。 

 

 なお、戦略的目標５（１）の代表指標「「新たな公」による地域づくり活動進展度」は、

平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回答した割合を集計し

た指標であるため、回答が半数を超えていれば「一時点のみの評価ではあるが、進展してい

ると認識されていると言える」、半数に達していなければ「一時点のみの評価ではあるが、

進展していると認識されているとは言えない」としている。 

 一方、戦略的目標４（４）の代表指標「「国土の国民的経営」に向けた取組の参加率」、戦

略的目標５（２）の代表指標「「新たな公」による地域づくり活動参加率」は、平成21年（2009

年）度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、「一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない」としている。 
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②施策の実行度のモニタリング 

 モニタリング結果の記述にあたっては、各府省の政策評価書における指標の動向部分の表

現を参考に、各政策評価指標におけるモニタリングの対象期間（平成20年度以降）の動向部

分のみ簡潔に記述している。（平成22年３月時点で、実績値が平成19年度以前のものしかな

い指標については記述していないが、平成20年度の値が推計値、見込値等である指標につい

ては記述している。） 

 

 節毎のまとめに関しては、当該節において、 

・進展が見られる指標が８割以上ある場合は「進展が見られる」 

・進展が見られる指標が半数以上８割未満ある場合は「概ね進展が見られる」 

・進展が見られる指標が半数未満である場合は「進展が見られる施策が少なく、今後の進展

が求められる」 

 と記述している。 

 なお、上記の算定にあたっては、各指標に関して、分野別施策と各省庁の政策評価指標と

の対応表の実績値の動向から改善（前年度比増加等）が認められるものについては「進展が

見られる指標」としている。 

 

 章毎のまとめに関しては、当該章において、 

・「進展が見られる」節が全てであれば「進展が見られる」 

・「進展が見られる」もしくは「概ね進展が見られる」節が全てではないが、半数以上であ

れば「概ね進展が見られる」 

・「進展が見られる」もしくは「概ね進展が見られる」節が半数未満であれば「進展が見ら

れる施策が少なく、今後の進展が求められる」 

 と記述している。 

 

 なお、取りまとめ資料における章毎のまとめは、節毎のまとめから記述を引用しているが、

各節の中から、 

・「進展している」及び「概ね進展している」節においては、進展が見られる指標の割合が

最も高い項目（例えば、第１章第１節の場合、（２）良好な居住環境の形成） 

・「進展が見られる施策が少なく、今後の進展が求められる」節においては、進展が見られ

る指標の割合が最も低い項目 

の記述を引用している。 
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③国民を対象とした意識調査 

 意識調査結果の記述にあたっては、以下のような方針で記述している。 

 

 ５つの戦略的目標の進捗に関しての問等については、進んでいるという回答（「かなり進

んでいる」「少し進んでいる」の合計）が、 

・半数に達していれば「進展していると認識されていると言える」 

・半数に達していなければ「進展していると認識されているとは言えない」 

 と記述している。 

 

 施策の進捗に関しての実感に関しての問等については、肯定的な回答（「大変そう思う」

「少しそう思う」の合計）が、 

・半数に達していれば「実感が高い」 

・一割程度以下であれば「実感が特に低い」 

 と記述している。 
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II. 新しい国土像の実現度のモニタリング結果 

 

１． モニタリング結果のまとめ 

 

全国のモニタリング結果 

 全国的には、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携、災害に強いしなや

かな国土の形成、「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展している、持続可能

な地域の形成、美しい国土の管理と継承については概ね進展していると見られるが、持続可

能な地域の形成の「美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開」、美し

い国土の管理と継承の「海域の適正な利用と保全」については、今後の進展が求められる。 

 国民を対象とした意識調査結果からは、一般国民の全国の統計値では、５つの戦略的目標

のいずれも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えない。一方、地方自治体では、

災害に強いしなやかな国土の形成、「新たな公」を基軸とする地域づくり、ＮＰＯでは、「新

たな公」を基軸とする地域づくり、専門家では、東アジアとの円滑な交流・連携、「新たな

公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されていると言える。企業では、

５つの戦略的目標のいずれも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えない。一方、

戦略的目標に関連する変化の実感については、「自動車利用を控える、省エネを心がけるな

ど、地球温暖化を意識するようになった」等の美しい国土の管理と継承の項目は、一般国民、

地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業のいずれにおいても実感が高いと言えるが、その他の戦

略的目標のうち関連する変化の実感の高い戦略的目標は、調査対象ごとに異なる。具体的に

は、例えば、専門家、企業においては「東アジアとのビジネスが増えた」等の東アジアとの

円滑な交流・連携の項目について実感が高いと言え、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業に

おいては「災害を予防するための情報（ハザードマップなど）が多くなった」等の災害に強

いしなやかな国土の形成の項目について実感が高いと言える。 

 

 

広域ブロックごとのモニタリング結果 

 代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成、災害に強いしなやかな国土の形成につい

ては、いずれの広域ブロックにおいても進展していると見られる、もしくは概ね進展してい

ると見られる一方、東アジアとの円滑な交流・連携、美しい国土の管理と継承、「新たな公」

を基軸とする地域づくりについては、広域ブロックごとに進展の度合いに違いが見られる。

具体的には、東北圏、首都圏、九州圏においてはいずれの戦略的目標においても進展してい

ると見られる、もしくは概ね進展していると見られる一方、その他の広域ブロックにおいて

は東アジアとの円滑な交流・連携、美しい国土の管理と継承、「新たな公」を基軸とする地

域づくりのうちいずれかの戦略的目標において進展が見られず、今後の進展が求められる。 

 一般国民を対象とした意識調査結果からは、いずれの広域ブロックにおいても、５つの戦

略的目標のいずれも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えない。一方、戦略的目

標に関連する変化の実感については、「自動車利用を控える、省エネを心がけるなど、地球
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温暖化を意識するようになった」等の美しい国土の管理と継承の項目は、いずれの広域ブロ

ックにおいても実感が高いと言えるが、その他の戦略的目標のうち関連する変化の実感の高

い戦略的目標は、広域ブロックごとに異なる。具体的には、北海道、首都圏、近畿圏、九州

圏においては「外国人観光客を見かけることが多くなった」及び「街中でアジアの言語によ

る案内を見かけることが多くなった」という東アジアとの円滑な交流・連携の項目について

実感が高いと言え、中部圏においては「災害を予防するための情報（ハザードマップなど）

が多くなった」という災害に強いしなやかな国土の形成の項目について実感が高いと言える。 

 

＜北海道＞ 

 北海道においては、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形成、「新たな

公」を基軸とする地域づくりについては進展している、持続可能な地域の形成については概

ね進展していると見られる。一方、東アジアとの円滑な交流・連携、美しい国土の管理と継

承については進展しているとは見られず、東アジアとの円滑な交流・連携の「東アジアの共

通課題への取組、文化交流、人材育成」及び「円滑な交流・連携のための国土基盤の形成」、

美しい国土の管理と継承の「流域圏における国土利用と水循環系の管理」及び「海域の適正

な利用と保全」については、今後の進展が求められる。 

 一般国民を対象とした意識調査結果からは、北海道においては、５つの戦略的目標のいず

れも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えないが、東アジアとの円滑な交流・連

携については「外国人観光客を見かけることが多くなった」という観光に関する１項目、美

しい国土の管理と継承については「自動車利用を控える、省エネを心がけるなど、地球温暖

化を意識するようになった」、「３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイ

クル（再生利用））に取り組むようになった」及び「自然環境を保護する意識が高くなった」

という環境に関する３項目の回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が半数を超し

ており、それらの変化については実感が高いと言える。 

 

＜東北圏＞ 

 東北圏においては、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携、「新たな公」

を基軸とする地域づくりについては進展している、持続可能な地域の形成、災害に強いしな

やかな国土の形成、美しい国土の管理と継承については概ね進展していると見られる。 

 一般国民を対象とした意識調査結果からは、東北圏においては、５つの戦略的目標のいず

れも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えないが、美しい国土の管理と継承につ

いては北海道と同じ環境に関する３項目についての回答（「大変そう思う」「少しそう思う」

の合計）が半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。 

 

＜首都圏＞ 

 首都圏においては、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携、持続可能な

地域の形成、災害に強いしなやかな国土の形成、美しい国土の管理と継承、「新たな公」を

基軸とする地域づくりのいずれの戦略的目標においても進展していると見られる。 
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 一般国民を対象とした意識調査結果からは、首都圏においては、５つの戦略的目標のいず

れも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えないが、東アジアとの円滑な交流・連

携については「街中でアジアの言語による案内を見かけることが多くなった」及び「外国人

観光客を見かけることが多くなった」という観光に関する２項目、美しい国土の管理と継承

については北海道と同じ環境に関する３項目についての回答（「大変そう思う」「少しそう思

う」の合計）が半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。 

 

＜北陸圏＞ 

 北陸圏においては、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成、災害に強いしなやか

な国土の形成、「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると見られるが、

東アジアとの円滑な交流・連携、美しい国土の管理と継承については進展しているとは見ら

れず、東アジアとの円滑な交流・連携の「東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育

成」及び「円滑な交流・連携のための国土基盤の形成」、美しい国土の管理と継承の「流域

圏における国土利用と水循環系の管理」及び「海域の適正な利用と保全」については、今後

の進展が求められる。 

 一般国民を対象とした意識調査結果からは、北陸圏においては、５つの戦略的目標のいず

れも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えないが、美しい国土の管理と継承につ

いては北海道と同じ環境に関する３項目についての回答（「大変そう思う」「少しそう思う」

の合計）が半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。 

 

＜中部圏＞ 

 中部圏においては、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成、美しい国土の管理と

継承、「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展している、災害に強いしなやか

な国土の形成については概ね進展していると見られる。一方、東アジアとの円滑な交流・連

携については進展しているとは見られず、「東アジアネットワーク型の産業構造下における

我が国産業の強化」及び「東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成」については、

今後の進展が求められる。 

 一般国民を対象とした意識調査結果からは、中部圏においては、５つの戦略的目標のいず

れも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えないが、災害に強いしなやかな国土の

形成については「災害を予防するための情報（ハザードマップなど）が多くなった」という

防災に関する１項目、美しい国土の管理と継承については北海道と同じ環境に関する３項目

についての回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が半数を超しており、それらの

変化については実感が高いと言える。 

 

＜近畿圏＞ 

 近畿圏においては、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形成、「新たな

公」を基軸とする地域づくりについては進展している、東アジアとの円滑な交流・連携、持

続可能な地域の形成、美しい国土の管理と継承については概ね進展していると見られる。 
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 一般国民を対象とした意識調査結果からは、近畿圏においては、５つの戦略的目標のいず

れも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えないが、東アジアとの円滑な交流・連

携については「外国人観光客を見かけることが多くなった」という観光に関する１項目、美

しい国土の管理と継承については北海道と同じ環境に関する３項目についての回答（「大変

そう思う」「少しそう思う」の合計）が半数を超しており、それらの変化については実感が

高いと言える。 

 

＜中国圏＞ 

 中国圏においては、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形成、「新たな

公」を基軸とする地域づくりについては進展している、東アジアとの円滑な交流・連携、持

続可能な地域の形成については概ね進展していると見られる。一方、美しい国土の管理と継

承については進展しているとは見られず、「流域圏における国土利用と水循環系の管理」及

び「海域の適正な利用と保全」については、今後の進展が求められる。 

 一般国民を対象とした意識調査結果からは、中国圏においては、５つの戦略的目標のいず

れも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えないが、美しい国土の管理と継承につ

いては北海道と同じ環境に関する３項目についての回答（「大変そう思う」「少しそう思う」

の合計）が半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。 

 

＜四国圏＞ 

 四国圏においては、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成、災害に強いしなやか

な国土の形成、「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展している、美しい国土

の管理と継承については概ね進展していると見られる。一方、東アジアとの円滑な交流・連

携については進展しているとは見られず、東アジアとの円滑な交流・連携の「東アジアの共

通課題への取組、文化交流、人材育成」及び「円滑な交流・連携のための国土基盤の形成」

については、今後の進展が求められる。 

 一般国民を対象とした意識調査結果からは、四国圏においては、５つの戦略的目標のいず

れも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えないが、美しい国土の管理と継承につ

いては北海道と同じ環境に関する３項目についての回答（「大変そう思う」「少しそう思う」

の合計）が半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。 

 

＜九州圏＞ 

 九州圏においては、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形成、「新たな

公」を基軸とする地域づくりについては進展している、東アジアとの円滑な交流・連携、持

続可能な地域の形成については概ね進展していると見られる。一方、美しい国土の管理と継

承については進展しているとは見られず、「流域圏における国土利用と水循環系の管理」及

び「海域の適正な利用と保全」については、今後の進展が求められる。 

 一般国民を対象とした意識調査結果からは、九州圏においては、５つの戦略的目標のいず

れも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えないが、東アジアとの円滑な交流・連
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携について「街中でアジアの言語による案内を見かけることが多くなった」という観光に関

する１項目、美しい国土の管理と継承については北海道と同じ環境に関する３項目について

の回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が半数を超しており、それらの変化につ

いては実感が高いと言える。 

 

＜沖縄県＞ 

 沖縄県においては、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携については進

展している、持続可能な地域の形成、災害に強いしなやかな国土の形成、美しい国土の管理

と継承については概ね進展していると見られる。一方、「新たな公」を基軸とする地域づく

りについては進展していると認識されているとは言えず、「新たな公」を基軸とする地域づ

くりの「「新たな公」を基軸とする地域づくりのシステム」については、今後の進展が求め

られる。 

 一般国民を対象とした意識調査結果からは、沖縄県においては、５つの戦略的目標のいず

れも代表指標に現れた進展が認識されているとは言えないが、美しい国土の管理と継承につ

いては北海道と同じ環境に関する３項目についての回答（「大変そう思う」「少しそう思う」

の合計）が半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。 
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５つの戦略的目標ごとのモニタリング結果 

＜戦略的目標１ 東アジアとの円滑な交流・連携＞ 

 東アジアとの円滑な交流・連携については、代表指標の動向からは、全国的には進展して

いると見られるが、広域ブロック別では、東北圏、首都圏、沖縄県では進展している、近畿

圏、中国圏、九州圏では概ね進展していると見られる一方、北海道、北陸圏、中部圏、四国

圏では進展しているとは見られず、今後の進展が求められる。 

 国民を対象とした意識調査では、全国では、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、企業には進

展していると認識されているとは言えない一方、専門家には進展していると認識されている。

また、一般国民の広域ブロック別ではいずれの広域ブロックにおいても進展していると認識

されているとは言えない。東アジアとの円滑な交流・連携に関する変化の実感については、

専門家では「東アジアとのビジネスが増えた」、「東アジアへの長期の出張または常駐する機

会が増えた」、「外国人のビジネスパーソンと仕事をする機会が増えた」、「街中でアジアの言

語による案内を見かけることが多くなった」及び「外国人観光客を見かけることが多くなっ

た」、企業ではそれらに加えて「東アジアへの短期の旅行・出張に行く回数が増えた」とい

う回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が半数を超しており、それらの変化につ

いては実感が高いと言える。 

 以上のことから、東アジアとの円滑な交流・連携については、代表指標の動向からは、全

国的には進展していると見られるが、国民を対象とした意識調査では、全国の統計値では、

代表指標に現れた進展が認識されているとは言えない。なお、専門家、企業では変化につい

ての実感が高い事項も見られると言える。 

 

＜戦略的目標２ 持続可能な地域の形成＞ 

 持続可能な地域の形成については、代表指標の動向からは、全国的には概ね進展している

と見られるが、広域ブロック別では、首都圏、北陸圏、中部圏、四国圏では進展している、

北海道、東北圏、近畿圏、中国圏、九州圏、沖縄県では概ね進展していると見られる。 

 国民を対象とした意識調査では、全国では、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企

業の全てにおいて進展していると認識されているとは言えない。また、一般国民の広域ブロ

ック別でもいずれの広域ブロックにおいても進展していると認識されているとは言えない。

持続可能な地域の形成に関しては、変化についての実感が低いと言え、「新たなに立地する

企業が増えた」、「地域に就職する若者が増えた」及び「農山漁村が暮らしやすくなった」と

いう回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、

専門家、企業のいずれにおいても一割程度以下であり、それらの変化については実感が特に

低いと言える。 

 以上のことから、代表指標の動向からは、全国的には概ね進展していると見られるが、国

民を対象とした意識調査では、全国の統計値では、代表指標に現れた進展が認識されている

とは言えない。 

 

＜戦略的目標３ 災害に強いしなやかな国土の形成＞ 
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 災害に強いしなやかな国土の形成については、代表指標の動向からは、全国的には進展し

ていると見られ、広域ブロック別では、北海道、首都圏、北陸圏、近畿圏、中国圏、四国圏、

九州圏では進展している、東北圏、中部圏、沖縄県では概ね進展していると見られる。 

 国民を対象とした意識調査では、全国では、一般国民、ＮＰＯ、専門家、企業には進展し

ていると認識されているとは言えない一方、地方自治体には進展していると認識されている。

また、一般国民の広域ブロック別ではいずれの広域ブロックにおいても進展していると認識

されているとは言えない。災害に強いしなやかな国土の形成に関する変化の実感については、

ＮＰＯでは「災害を予防するための情報（ハザードマップなど）が多くなった」、専門家や

企業ではそれに加えて「災害発生時に、被災状況や避難の情報を得やすくなった」、地方自

治体ではそれらに加えて「地域の防災施設が整備された」という回答（「大変そう思う」「少

しそう思う」の合計）が半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。

一方、「密集した市街地が解消され、火災の被害などが拡大しにくくなった」という回答（「大

変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業

のいずれにおいても一割程度以下であり、その変化については実感が特に低いと言える。 

 以上のことから、代表指標の動向からは、全国的には進展していると見られるが、国民を

対象とした意識調査では、全国の統計値では、代表指標に現れた進展が認識されているとは

言えない。なお、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業では変化についての実感が高い事項も

見られると言える。 

 

＜戦略的目標４ 美しい国土の管理と継承＞ 

 美しい国土の管理と継承については、代表指標の動向からは、全国的には概ね進展してい

ると見られるが、広域ブロック別では、首都圏、中部圏では進展している、東北圏、近畿圏、

四国圏、沖縄県では概ね進展していると見られる一方、北海道、北陸圏、中国圏、九州圏で

は進展しているとは見られず、今後の進展が求められる。 

 国民を対象とした意識調査では、全国では、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企

業の全てにおいて進展していると認識されているとは言えない。また、一般国民の広域ブロ

ック別でもいずれの広域ブロックにおいても進展していると認識されているとは言えない。

美しい国土の管理と継承に関する変化の実感については、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、

専門家、企業のいずれにおいても「自動車利用を控える、省エネを心がけるなど、地球温暖

化を意識するようになった」、「３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイ

クル（再生利用））に取り組むようになった」及び「自然環境を保護する意識が高くなった」

という回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、半数を超しており、専門家、企

業ではそれらに加えて「河川の水がきれいになった」という回答（「大変そう思う」「少しそ

う思う」の合計）も半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。なお、

「地域文化の継承と国土の国民的経営」に関連する今後進展を期待する取り組みについては、

「市民参加型の森林や緑地の保全活動（植林、下草刈りなど）」、「市民参加型の河川や海浜、

藻場の保全活動（清掃活動、ビオトープの管理など）」及び「市民参加型の都市内低未利用

地の管理活動（空き地の清掃、空き店舗の利活用など）」とする回答は、地方自治体、専門
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家で半数を超しており、それらについては、今後の進展への期待が高いと見られる。 

 以上のことから、代表指標の動向からは、全国的には概ね進展していると見られるが、国

民を対象とした意識調査では、全国の統計値では、代表指標に現れた進展が認識されている

とは言えない。なお、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業のいずれにおいても、

変化についての実感が高い事項も見られると言える。また、地方自治体、専門家では「市民

参加型の河川や海浜、藻場の保全活動（清掃活動、ビオトープの管理など）」等の項目につ

いては、「国土の国民的経営」として今後の進展への期待が高いと見られる。 

 

＜戦略的目標５ 「新たな公」を基軸とする地域づくり＞ 

 「新たな公」を基軸とする地域づくりについては、代表指標の動向からは、一時点のみの

評価ではあるが、全国的には進展していると認識されていると言え、広域ブロック別では、

北海道、東北圏、首都圏、北陸圏、中部圏、近畿圏、中国圏、四国圏、九州圏では進展して

いると認識されていると言える一方、沖縄県では進展していると認識されているとは言えず、

今後の進展が求められる。 

 国民を対象とした意識調査では、全国では、一般国民、企業には進展していると認識され

ているとは言えない一方、地方自治体、ＮＰＯ、専門家には進展していると認識されている。

また、一般国民の広域ブロック別ではいずれの広域ブロックにおいても進展していると認識

されているとは言えない。「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する変化の実感につい

ては、地方自治体、ＮＰＯ、専門家では、「自治会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどによる地域

づくりへの参加の機会が増えた」及び「主体的に地域づくりを行っている自治会、学校（Ｐ

ＴＡ）、ＮＰＯなどが増えた」、企業では「企業による地域貢献の活動が増えた」、地方自治

体では「自治体などの行政から住民による地域づくり活動への支援が増えた」及び「住民と

行政が意見を交換する機会が増えた」という回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）

は半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。なお、「多様な民間主

体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成」に関連する今後参加してみたい、も

しくは活発になることを期待する団体・活動については、「ＮＰＯ」とする回答は、地方自

治体、ＮＰＯ、専門家で、「企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）」とする回答は、地方自

治体、ＮＰＯ、専門家、企業で半数を超しており、ＮＰＯや企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活

動など）については、今後活発になることが期待されていると言える。 

 以上のことから、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、全国的には進展

していると認識されていると言えるが、国民を対象とした意識調査では、全国の統計値では、

代表指標に現れた進展が認識されているとは言えない。なお、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、

企業では変化についての実感が高い事項も見られると言える。また、地方自治体、ＮＰＯ、

専門家では「ＮＰＯ」、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業では「企業の地域貢献活動（Ｃ

ＳＲ活動など）」については、「新たな公」として今後活発になることの期待が高いと言える。 
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代表指標によるモニタリング結果と政策評価指標による施策の実行度のモニタリング結果

との比較 

 政策評価指標の動向からは、防災に関する基本的な施策に関しては、進展が見られると言

え、地域の整備に関する基本的な施策、産業に関する基本的な施策、文化及び観光に関する

基本的な施策、交通・情報通信体系に関する基本的な施策、国土資源及び海域の利用と保全

に関する基本的な施策、環境保全及び景観形成に関する基本的な施策、「新たな公」による

地域づくりの実現に向けた基本的な施策に関しては、概ね進展が見られると言える。 

 先述の通り、代表指標の動向からは、全国的には、東アジアとの円滑な交流・連携、災害

に強いしなやかな国土の形成、「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展してい

る、持続可能な地域の形成、美しい国土の管理と継承については概ね進展していると見られ、

政策評価指標による施策の実行度のモニタリングの結果と、代表指標による５つの戦略的目

標のモニタリングの結果は、概ね進展しているという点で一致している。 

 

 

代表指標によるモニタリング結果と国民を対象とした意識調査結果との比較 

 代表指標の動向からは、全国的には、東アジアとの円滑な交流・連携、災害に強いしなや

かな国土の形成、「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展している、持続可能

な地域の形成、美しい国土の管理と継承については概ね進展していると見られる。一方、一

般国民を対象とした意識調査結果では、「自動車利用を控える、省エネを心がけるなど、地

球温暖化を意識するようになった」等、美しい国土の管理と継承については変化についての

実感が高いものの、５つの戦略的目標のいずれも代表指標に現れた進展が認識されていると

は言えず、代表指標によるモニタリング結果と、意識調査から把握される一般国民の認識に

は乖離があると言える。 

 しかしながら、地方自治体では災害に強いしなやかな国土の形成、「新たな公」を基軸と

する地域づくり、ＮＰＯでは「新たな公」を基軸とする地域づくり、専門家では東アジアと

の円滑な交流・連携、「新たな公」を基軸とする地域づくりについては、進展していると認

識されている等、一般国民よりも地域づくりや経済活性化等の施策の実施に関心が高いと見

られる地方自治体、ＮＰＯ、専門家には進展が認識されている戦略的目標もあり、それらの

変化についての実感も高い。 

 これらの結果から示唆されることとして、「国土計画のマネジメントサイクル」の確立に

向けて、施策の進展と国民生活との関連への国民の認識が深まるよう、施策の進展とその成

果についての認知度、浸透度を高めるとともに、今後も、必要に応じ、指標の適切性につい

て検討していくことが重要である。 
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２． ５つの戦略的目標の進捗度のモニタリング結果 

 

戦略的目標１ 東アジアとの円滑な交流・連携 

（１）東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業の強化 

 代表指標：東アジア内での貿易総額に占める（各広域ブロックの）割合 

（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成 

 代表指標：外国籍入国者に占める東アジア国籍入国者の割合 

（３）円滑な交流・連携のための国土基盤の形成 

 代表指標：「東アジア１日圏」人口割合 

 

モニタリング結果のまとめ 

 全国的には、代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下におけ

る我が国産業の強化、（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成、（３）円滑

な交流・連携のための国土基盤の形成、いずれにおいても進展していると見られ、東アジア

との円滑な交流・連携については進展していると見られる。 

 広域ブロック別では、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携については、

東北圏、首都圏、沖縄県では進展している、近畿圏、中国圏、九州圏では概ね進展している

と見られる一方、北海道、北陸圏、中部圏、四国圏では進展しているとは見られず、今後の

進展が求められる。 

 

代表指標による進展度のモニタリングの結果 

＜全国の動向＞ 

・ 代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下における我が国産業

の強化、（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成は、平成20年（2008

年）は対前年比で進展していると見られる。（３）円滑な交流・連携のための国土基盤の

形成は、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して進展していると見られる。 

・ 以上のことから、全国的には、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携

については進展していると見られる。 
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（１）東アジア内での貿易総額に占める（各広域ブロックの）割合
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（２）外国籍入国者に占める東アジア国籍入国者の割合

73.3 73.5

40

50

60

70

80

90

100

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

％

 

 

（３）「東アジア1日圏」人口割合
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図 Ⅱ-２-１ 東アジアとの円滑な交流・連携に関する代表指標の動向（全国） 

 



 19

＜広域ブロックの動向＞ 

・ 北海道においては、代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下

における我が国産業の強化は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られ

る。（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成は、平成20年（2008年）は

対前年比で進展していると見られない。（３）円滑な交流・連携のための国土基盤の形成

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られない。 

・ 以上のことから、北海道では、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携

については進展しているとは見られず、今後の進展が求められる。 

（１）東アジア内での貿易総額に占

める（各広域ブロックの）割合

0.26
0.28

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

2007 2008

％

北海道

（２）外国籍入国者に占める東アジ

ア国籍入国者の割合

93.7 92.6

0

20

40

60

80

100

2007 2008

％

北海道

（３）「東アジア1日圏」人口割合

0 0 0
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

2007 2008 2009

％

北海道  

図 Ⅱ-２-２ 東アジアとの円滑な交流・連携に関する代表指標の動向（北海道） 

 

・ 東北圏においては、代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下

における我が国産業の強化、（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成は、

平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（３）円滑な交流・連携のた

めの国土基盤の形成は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られる。 

・ 以上のことから、東北圏では、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携

については進展していると見られる。 

（１）東アジア内での貿易総額に占

める（各広域ブロックの）割合
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図 Ⅱ-２-３ 東アジアとの円滑な交流・連携に関する代表指標の動向（東北圏） 
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・ 首都圏においては、代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下

における我が国産業の強化、（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成は、

平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（３）円滑な交流・連携のた

めの国土基盤の形成は、平成19年（2007年）以降は十分に進展していると見られる。 

・ 以上のことから、首都圏では、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携

については進展していると見られる。 

（１）東アジア内での貿易総額に占

める（各広域ブロックの）割合
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図 Ⅱ-２-４ 東アジアとの円滑な交流・連携に関する代表指標の動向（首都圏） 

 

・ 北陸圏においては、代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下

における我が国産業の強化は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られ

る。（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成は、平成20年（2008年）は

対前年比で進展していると見られない。（３）円滑な交流・連携のための国土基盤の形成

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られない。 

・ 以上のことから、北陸圏では、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携

については進展しているとは見られず、今後の進展が求められる。 

（１）東アジア内での貿易総額に占

める（各広域ブロックの）割合
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図 Ⅱ-２-５ 東アジアとの円滑な交流・連携に関する代表指標の動向（北陸圏） 
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・ 中部圏においては、代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下

における我が国産業の強化、（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成は、

平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。（３）円滑な交流・連携の

ための国土基盤の形成は、平成19年（2007年）以降は十分に進展していると見られる。 

・ 以上のことから、中部圏では、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携

については進展しているとは見られず、今後の進展が求められる。 

（１）東アジア内での貿易総額に占

める（各広域ブロックの）割合
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図 Ⅱ-２-６ 東アジアとの円滑な交流・連携に関する代表指標の動向（中部圏） 

 

・ 近畿圏においては、代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下

における我が国産業の強化は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られ

る。（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成は、平成20年（2008年）は

対前年比で進展していると見られない。（３）円滑な交流・連携のための国土基盤の形成

は、平成19年（2007年）以降は十分に進展していると見られる。 

・ 以上のことから、近畿圏では、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携

については概ね進展していると見られる。 

（１）東アジア内での貿易総額に占

める（各広域ブロックの）割合
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図 Ⅱ-２-７ 東アジアとの円滑な交流・連携に関する代表指標の動向（近畿圏） 
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・ 中国圏においては、代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下

における我が国産業の強化は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られ

る。（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成は、平成20年（2008年）は

対前年比で進展していると見られない。（３）円滑な交流・連携のための国土基盤の形成

は、平成19年（2007年）以降は十分に進展していると見られる。 

・ 以上のことから、中国圏では、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携

については概ね進展していると見られる。 

（１）東アジア内での貿易総額に占

める（各広域ブロックの）割合
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図 Ⅱ-２-８ 東アジアとの円滑な交流・連携に関する代表指標の動向（中国圏） 

 

・ 四国圏においては、代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下

における我が国産業の強化は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られ

る。（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成は、平成20年（2008年）は

対前年比で進展していると見られない。（３）円滑な交流・連携のための国土基盤の形成

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られない。 

・ 以上のことから、四国圏では、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携

については進展しているとは見られず、今後の進展が求められる。 

（１）東アジア内での貿易総額に占

める（各広域ブロックの）割合
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図 Ⅱ-２-９ 東アジアとの円滑な交流・連携に関する代表指標の動向（四国圏） 
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・ 九州圏においては、代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下

における我が国産業の強化、（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成は、

平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（３）円滑な交流・連携のた

めの国土基盤の形成は、平成21年（2009年）は平成20年（2008年）比では増加している

ものの、平成19年（2007年）と比較して進展していると見られない。 

・ 以上のことから、九州圏では、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携

については概ね進展していると見られる。 

（１）東アジア内での貿易総額に占

める（各広域ブロックの）割合
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図 Ⅱ-２-１０ 東アジアとの円滑な交流・連携に関する代表指標の動向（九州圏） 

 

・ 沖縄県においては、代表指標の動向からは、（１）東アジアネットワーク型の産業構造下

における我が国産業の強化、（２）東アジアの共通課題への取組、文化交流、人材育成は、

平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（３）円滑な交流・連携のた

めの国土基盤の形成は、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して進展して

いると見られる。 

・ 以上のことから、沖縄県では、代表指標の動向からは、東アジアとの円滑な交流・連携

については進展していると見られる。 

（１）東アジア内での貿易総額に占

める（各広域ブロックの）割合
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図 Ⅱ-２-１１ 東アジアとの円滑な交流・連携に関する代表指標の動向（沖縄県） 
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戦略的目標２ 持続可能な地域の形成 

（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成 

 代表指標：現在の住生活に対する満足度 

（２）地域資源を活かした産業の活性化 

 代表指標：地域資源活用事業数 

（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開 

 代表指標：農林水産物の輸出額 

（４）地域間の交流・連携と地域への人の誘致・移動の促進 

 代表指標：ブロック内地域間時間距離 

 

モニタリング結果のまとめ 

 全国的には、代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成、（２）

地域資源を活かした産業の活性化、（４）地域間の交流・連携と地域への人の誘致・移動の

促進は進展していると見られる一方、（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産

業の新たな展開は進展していると見られない。以上のことから、持続可能な地域の形成につ

いては概ね進展していると見られる。 

 広域ブロック別では、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成については、首都圏、

北陸圏、中部圏、四国圏では進展していると見られ、北海道、東北圏、近畿圏、中国圏、九

州圏、沖縄県では概ね進展していると見られる。 

 

代表指標による進展度のモニタリングの結果 

＜全国の動向＞ 

・ 代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成、（２）地域資源を

活かした産業の活性化は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られる。（３）美

しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開は、平成20年（2008年）は

対前年比で進展していると見られない。（４）地域間の交流・連携と地域への人の誘致・

移動の促進は、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して進展していると見

られる。 

・ 以上のことから、全国的には、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成について

は概ね進展していると見られる。 
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（１）現在の住生活に対する満足度
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（２）地域資源活用事業数
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（３）農林水産物の輸出額
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（４）ブロック内地域間時間距離
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図 Ⅱ-２-１２ 持続可能な地域の形成に関する代表指標の動向（全国） 
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＜広域ブロックの動向＞ 

・ 北海道においては、代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成、

（２）地域資源を活かした産業の活性化は、平成19年（2007年）以降は進展していると

見られる。（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開は、平成

20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。（４）地域間の交流・連携と地

域への人の誘致・移動の促進は、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して

進展していると見られる。 

・ 以上のことから、北海道では、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成について

は概ね進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-１３ 持続可能な地域の形成に関する代表指標の動向（北海道） 

 

・ 東北圏においては、代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成、

（２）地域資源を活かした産業の活性化は、平成19年（2007年）以降は進展していると

見られる。（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開は、平成

20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。（４）地域間の交流・連携と地

域への人の誘致・移動の促進は、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して

進展していると見られない。 

・ 以上のことから、東北圏では、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成について

は概ね進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-１４ 持続可能な地域の形成に関する代表指標の動向（東北圏） 

 

 



 27

・ 首都圏においては、代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成、

（２）地域資源を活かした産業の活性化は、平成19年（2007年）以降は進展していると

見られる。（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開は、平成

20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（４）地域間の交流・連携と地域

への人の誘致・移動の促進は、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して進

展していると見られる。 

・ 以上のことから、首都圏では、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成について

は進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-１５ 持続可能な地域の形成に関する代表指標の動向（首都圏） 

 

・ 北陸圏においては、代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成、

（２）地域資源を活かした産業の活性化は、平成19年（2007年）以降は進展していると

見られる。（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開は、平成

20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（４）地域間の交流・連携と地域

への人の誘致・移動の促進は、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して進

展していると見られる。 

・ 以上のことから、北陸圏では、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成について

は進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-１６ 持続可能な地域の形成に関する代表指標の動向（北陸圏） 
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・ 中部圏においては、代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成

は、平成20年（2008年）比では減少しているものの、平成19年（2007年）と比較して進

展していると見られる。（２）地域資源を活かした産業の活性化は、平成19年（2007年）

以降は進展していると見られる。（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業

の新たな展開は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（４）地域

間の交流・連携と地域への人の誘致・移動の促進は、平成21年（2009年）は平成19年（2007

年）と比較して進展していると見られる。 

・ 以上のことから、中部圏では、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成について

は進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-１７ 持続可能な地域の形成に関する代表指標の動向（中部圏） 

 

・ 近畿圏においては、代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成、

（２）地域資源を活かした産業の活性化は、平成19年（2007年）以降は進展していると

見られる。（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開は、平成

20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。（４）地域間の交流・連携と地

域への人の誘致・移動の促進は、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して

進展していると見られない。 

・ 以上のことから、近畿圏では、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成について

は概ね進展していると見られる。 

（１）現在の住生活に対する満足度
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図 Ⅱ-２-１８ 持続可能な地域の形成に関する代表指標の動向（近畿圏） 
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・ 中国圏においては、代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成、

（２）地域資源を活かした産業の活性化は、平成19年（2007年）以降は進展していると

見られる。（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開は、平成

20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。（４）地域間の交流・連携と地

域への人の誘致・移動の促進は、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して

進展していると見られない。 

・ 以上のことから、中国圏では、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成について

は概ね進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-１９ 持続可能な地域の形成に関する代表指標の動向（中国圏） 

 

・ 四国圏においては、代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成

は、平成20年（2008年）比では減少しているものの、平成19年（2007年）と比較して進

展していると見られる。（２）地域資源を活かした産業の活性化は、平成19年（2007年）

以降は進展していると見られる。（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業

の新たな展開は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（４）地域

間の交流・連携と地域への人の誘致・移動の促進は、平成21年（2009年）は平成19年（2007

年）と比較して進展していると見られる。 

・ 以上のことから、四国圏では、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成について

は進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-２０ 持続可能な地域の形成に関する代表指標の動向（四国圏） 
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・ 九州圏においては、代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成

は、平成19年（2007年）と比較して進展していると見られない。（２）地域資源を活かし

た産業の活性化は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られる。（３）美しく暮

らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開は、平成20年（2008年）は対前年

比で進展していると見られる。（４）地域間の交流・連携と地域への人の誘致・移動の促

進は、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して進展していると見られない。 

・ 以上のことから、九州圏では、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成について

は概ね進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-２１ 持続可能な地域の形成に関する代表指標の動向（九州圏） 

 

・ 沖縄県においては、代表指標の動向からは、（１）持続可能で暮らしやすい都市圏の形成、

（２）地域資源を活かした産業の活性化は、平成19年（2007年）以降は進展していると

見られる。（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成と農林水産業の新たな展開は、平成

20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。（４）地域間の交流・連携と地

域への人の誘致・移動の促進は、平成21年（2009年）は平成19年（2007年）と比較して

進展していると見られない。 

・ 以上のことから、沖縄県では、代表指標の動向からは、持続可能な地域の形成について

は概ね進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-２２ 持続可能な地域の形成に関する代表指標の動向（沖縄県） 
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戦略的目標３ 災害に強いしなやかな国土の形成 

（１）減災の観点も重視した災害対策の推進 

 代表指標：自主防災組織活動カバー率 

（２）災害に強い国土構造への再構築 

 代表指標：災害被害額 

 

モニタリング結果のまとめ 

 全国的には、代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進、（２）

災害に強い国土構造への再構築、いずれにおいても進展していると見られ、災害に強いしな

やかな国土の形成については進展していると見られる。 

 広域ブロック別では、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形成について

は、北海道、首都圏、北陸圏、近畿圏、中国圏、四国圏、九州圏では進展していると見られ、

東北圏、中部圏、沖縄県では概ね進展していると見られる。 

 

代表指標による進展度のモニタリングの結果 

＜全国の動向＞ 

・ 代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進は、平成19年（2007

年）以降は進展していると見られる。（２）災害に強い国土構造への再構築は、平成20

年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。 

・ 以上のことから、全国的には、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形

成については進展していると見られる。 

 

（１）自主防災組織活動カバー率
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図 Ⅱ-２-２３ 災害に強いしなやかな国土の形成に関する代表指標の動向（全国） 
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＜広域ブロックの動向＞ 

・ 北海道においては、代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られる。（２）災害に強い国土構造への

再構築は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。 

・ 以上のことから、北海道では、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形

成については進展していると見られる。 

（１）自主防災組織活動カバー率
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図 Ⅱ-２-２４ 災害に強いしなやかな国土の形成に関する代表指標の動向（北海道） 

 

・ 東北圏においては、代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られる。（２）災害に強い国土構造への

再構築は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。 

・ 以上のことから、東北圏では、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形

成については概ね進展していると見られる。 

（１）自主防災組織活動カバー率
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図 Ⅱ-２-２５ 災害に強いしなやかな国土の形成に関する代表指標の動向（東北圏） 
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・ 首都圏においては、代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られる。（２）災害に強い国土構造への

再構築は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。 

・ 以上のことから、首都圏では、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形

成については進展していると見られる。 

（１）自主防災組織活動カバー率
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図 Ⅱ-２-２６ 災害に強いしなやかな国土の形成に関する代表指標の動向（首都圏） 

 

・ 北陸圏においては、代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られる。（２）災害に強い国土構造への

再構築は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。 

・ 以上のことから、北陸圏では、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形

成については進展していると見られる。 

（１）自主防災組織活動カバー率
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図 Ⅱ-２-２７ 災害に強いしなやかな国土の形成に関する代表指標の動向（北陸圏） 
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・ 中部圏においては、代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進

は、平成19年（2007年）と比較して進展していると見られる。（２）災害に強い国土構造

への再構築は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。 

・ 以上のことから、中部圏では、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形

成については概ね進展していると見られる。 

（１）自主防災組織活動カバー率
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図 Ⅱ-２-２８ 災害に強いしなやかな国土の形成に関する代表指標の動向（中部圏） 

 

・ 近畿圏においては、代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られる。（２）災害に強い国土構造への

再構築は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。 

・ 以上のことから、近畿圏では、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形

成については進展していると見られる。 

（１）自主防災組織活動カバー率
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図 Ⅱ-２-２９ 災害に強いしなやかな国土の形成に関する代表指標の動向（近畿圏） 
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・ 中国圏においては、代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られる。（２）災害に強い国土構造への

再構築は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。 

・ 以上のことから、中国圏では、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形

成については進展していると見られる。 

（１）自主防災組織活動カバー率
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図 Ⅱ-２-３０ 災害に強いしなやかな国土の形成に関する代表指標の動向（中国圏） 

 

・ 四国圏においては、代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られる。（２）災害に強い国土構造への

再構築は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。 

・ 以上のことから、四国圏では、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形

成については進展していると見られる。 

（１）自主防災組織活動カバー率
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図 Ⅱ-２-３１ 災害に強いしなやかな国土の形成に関する代表指標の動向（四国圏） 
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・ 九州圏においては、代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られる。（２）災害に強い国土構造への

再構築は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。 

・ 以上のことから、九州圏では、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形

成については進展していると見られる。 

（１）自主防災組織活動カバー率
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図 Ⅱ-２-３２ 災害に強いしなやかな国土の形成に関する代表指標の動向（九州圏） 

 

・ 沖縄県においては、代表指標の動向からは、（１）減災の観点も重視した災害対策の推進

は、平成19年（2007年）以降は進展していると見られない。（２）災害に強い国土構造へ

の再構築は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。 

・ 以上のことから、沖縄県では、代表指標の動向からは、災害に強いしなやかな国土の形

成については概ね進展していると見られる。 

（１）自主防災組織活動カバー率
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図 Ⅱ-２-３３ 災害に強いしなやかな国土の形成に関する代表指標の動向（沖縄県） 
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戦略的目標４ 美しい国土の管理と継承 

（１）循環と共生を重視し適切に管理された国土の形成 

 代表指標：環境効率性 

（２）流域圏における国土利用と水循環系の管理 

 代表指標：公共用水域における環境基準達成率 

（３）海域の適正な利用と保全 

 代表指標：沿岸域毎の水質基準達成率 

（４）魅力あふれる国土の形成と国土の国民的経営 

 代表指標：「国土の国民的経営」に向けた取組の参加率 

 

モニタリング結果のまとめ 

 全国的には、代表指標の動向からは、（１）循環と共生を重視し適切に管理された国土の

形成、（２）流域圏における国土利用と水循環系の管理は進展していると見られる一方、（３）

海域の適正な利用と保全は進展していると見られない。なお、（４）魅力あふれる国土の形

成と国土の国民的経営は、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、参加して

いると回答した割合を集計した指標であるため、一時点の結果からモニタリング結果を判断

することはできない。以上のことから、美しい国土の管理と継承については概ね進展してい

ると見られる。 

 広域ブロック別では、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承については、首都

圏、中部圏では進展している、東北圏、近畿圏、四国圏、沖縄県では概ね進展していると見

られる一方、北海道、北陸圏、中国圏、九州圏では進展しているとは見られず、今後の進展

が求められる。 

 

代表指標による進展度のモニタリングの結果 

＜全国の動向＞ 

・ 代表指標の動向からは、（１）循環と共生を重視し適切に管理された国土の形成、（２）

流域圏における国土利用と水循環系の管理は、平成20年（2008年）は対前年比で進展し

ていると見られる。（３）海域の適正な利用と保全は、平成20年（2008年）は対前年比で

進展していると見られない。（４）魅力あふれる国土の形成と国土の国民的経営は、平成

21年（2009年）度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計

した指標であるため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、全国的には、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承につい

ては概ね進展していると見られる。 
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（１）環境効率性
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（２）公共用水域における環境基準達成率
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（３）沿岸域毎の水質基準達成率
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（４）「国土の国民的経営」に向けた取組の参加率
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図 Ⅱ-２-３４ 美しい国土の管理と継承に関する代表指標の動向（全国） 
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＜広域ブロックの動向＞ 

・ （１）循環と共生を重視し適切に管理された国土の形成の代表指標である「環境効率性」

は広域ブロック別のデータが存在しないため、（１）を除く代表指標で、広域ブロックの

動向をモニタリングすることとする。 

 

・ 北海道においては、代表指標の動向からは、（２）流域圏における国土利用と水循環系の

管理、（３）海域の適正な利用と保全は、平成20年（2008年）は対前年比で進展している

と見られない。（４）魅力あふれる国土の形成と国土の国民的経営は、平成21年（2009

年）度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標で

あるため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、北海道では、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承につい

ては進展しているとは見られず、今後の進展が求められる。 

（２）公共用水域における環境基準
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図 Ⅱ-２-３５ 美しい国土の管理と継承に関する代表指標の動向（北海道） 

 

・ 東北圏においては、代表指標の動向からは、（２）流域圏における国土利用と水循環系の

管理は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（３）海域の適正な

利用と保全は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。（４）魅力

あふれる国土の形成と国土の国民的経営は、平成21年（2009年）度から開始した意識調

査において、参加していると回答した割合を集計した指標であるため、一時点の結果か

らモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、東北圏では、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承につい

ては概ね進展していると見られる。 

（２）公共用水域における環境基準
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図 Ⅱ-２-３６ 美しい国土の管理と継承に関する代表指標の動向（東北圏） 
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・ 首都圏においては、代表指標の動向からは、（２）流域圏における国土利用と水循環系の

管理、（３）海域の適正な利用と保全は、平成20年（2008年）は対前年比で進展している

と見られる。（４）魅力あふれる国土の形成と国土の国民的経営は、平成21年（2009年）

度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、首都圏では、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承につい

ては進展していると見られる。 

（２）公共用水域における環境基準
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図 Ⅱ-２-３７ 美しい国土の管理と継承に関する代表指標の動向（首都圏） 

 

・ 北陸圏においては、代表指標の動向からは、（２）流域圏における国土利用と水循環系の

管理、（３）海域の適正な利用と保全は、平成20年（2008年）は対前年比で進展している

と見られない。（４）魅力あふれる国土の形成と国土の国民的経営は、平成21年（2009

年）度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標で

あるため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、北陸圏では、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承につい

ては進展しているとは見られず、今後の進展が求められる。 

（２）公共用水域における環境基準
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図 Ⅱ-２-３８ 美しい国土の管理と継承に関する代表指標の動向（北陸圏） 
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・ 中部圏においては、代表指標の動向からは、（２）流域圏における国土利用と水循環系の

管理、（３）海域の適正な利用と保全は、平成20年（2008年）は対前年比で進展している

と見られる。（４）魅力あふれる国土の形成と国土の国民的経営は、平成21年（2009年）

度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、中部圏では、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承につい

ては進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-３９ 美しい国土の管理と継承に関する代表指標の動向（中部圏） 

 

・ 近畿圏においては、代表指標の動向からは、（２）流域圏における国土利用と水循環系の

管理は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（３）海域の適正な

利用と保全は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。（４）魅力

あふれる国土の形成と国土の国民的経営は、平成21年（2009年）度から開始した意識調

査において、参加していると回答した割合を集計した指標であるため、一時点の結果か

らモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、近畿圏では、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承につい

ては概ね進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-４０ 美しい国土の管理と継承に関する代表指標の動向（近畿圏） 
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・ 中国圏においては、代表指標の動向からは、（２）流域圏における国土利用と水循環系の

管理、（３）海域の適正な利用と保全は、平成20年（2008年）は対前年比で進展している

と見られない。（４）魅力あふれる国土の形成と国土の国民的経営は、平成21年（2009

年）度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標で

あるため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、中国圏では、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承につい

ては進展しているとは見られず、今後の進展が求められる。 
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図 Ⅱ-２-４１ 美しい国土の管理と継承に関する代表指標の動向（中国圏） 

 

・ 四国圏においては、代表指標の動向からは、（２）流域圏における国土利用と水循環系の

管理は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（３）海域の適正な

利用と保全は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。（４）魅力

あふれる国土の形成と国土の国民的経営は、平成21年（2009年）度から開始した意識調

査において、参加していると回答した割合を集計した指標であるため、一時点の結果か

らモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、四国圏では、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承につい

ては概ね進展していると見られる。 

（２）公共用水域における環境基準
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図 Ⅱ-２-４２ 美しい国土の管理と継承に関する代表指標の動向（四国圏） 
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・ 九州圏においては、代表指標の動向からは、（２）流域圏における国土利用と水循環系の

管理、（３）海域の適正な利用と保全は、平成20年（2008年）は対前年比で進展している

と見られない。（４）魅力あふれる国土の形成と国土の国民的経営は、平成21年（2009

年）度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標で

あるため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、九州圏では、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承につい

ては進展しているとは見られず、今後の進展が求められる。 

（２）公共用水域における環境基準
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図 Ⅱ-２-４３ 美しい国土の管理と継承に関する代表指標の動向（九州圏） 

 

・ 沖縄県においては、代表指標の動向からは、（２）流域圏における国土利用と水循環系の

管理は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られる。（３）海域の適正な

利用と保全は、平成20年（2008年）は対前年比で進展していると見られない。（４）魅力

あふれる国土の形成と国土の国民的経営は、平成21年（2009年）度から開始した意識調

査において、参加していると回答した割合を集計した指標であるため、一時点の結果か

らモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、沖縄県では、代表指標の動向からは、美しい国土の管理と継承につい

ては概ね進展していると見られる。 
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図 Ⅱ-２-４４ 美しい国土の管理と継承に関する代表指標の動向（沖縄県） 
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戦略的目標５ 「新たな公」を基軸とする地域づくり 

（１）「新たな公」を基軸とする地域づくりのシステム 

 代表指標：「新たな公」による地域づくり活動進展度 

（２）多様な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくり 

 代表指標：「新たな公」による地域づくり活動参加率 

 

モニタリング結果のまとめ 

 全国的には、代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくりのシステ

ムは、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回答した割合を

集計した指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、進展していると認識されていると

言える一方、（２）多様な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりは、

平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計

した指標であるため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。以上

のことから、「新たな公」を基軸とする地域づくりについては概ね進展していると認識され

ていると言える。 

 広域ブロック別では、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、「新たな公」

を基軸とする地域づくりについては、北海道、東北圏、首都圏、北陸圏、中部圏、近畿圏、

中国圏、四国圏、九州圏では進展していると認識されていると言える一方、沖縄県では進展

していると認識されているとは言えず、今後の進展が求められる。 

 

代表指標による進展度のモニタリングの結果 

＜全国の動向＞ 

・ 代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくりのシステムは、平成

21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回答した割合を集計し

た指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、平成21年（2009年）は61.5％と半数

を超しており、進展していると認識されていると言える。（２）多様な民間主体の発意・

活動を重視した自助努力による地域づくりは、平成21年（2009年）度から開始した意識

調査において、参加していると回答した割合を集計した指標であるため、一時点の結果

からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、全国的には、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、

「新たな公」を基軸とする地域づくりについては概ね進展していると認識されていると

言える。 



 45

・  

（１）「新たな公」による地域づくり活動進展度
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（２）「新たな公」による地域づくり活動参加率
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図 Ⅱ-２-４５ 「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する代表指標の動向 
（全国） 
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＜広域ブロックの動向＞ 

・ 北海道においては、代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくり

のシステムは、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回

答した割合を集計した指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、平成21年（2009

年）は52.7％と半数を超しており、進展していると認識されていると言える。（２）多様

な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりは、平成21年（2009年）

度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、北海道では、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、

「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されていると言え

る。 
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図 Ⅱ-２-４６ 「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する代表指標の動向（北海道） 

 

・ 東北圏においては、代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくり

のシステムは、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回

答した割合を集計した指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、平成21年（2009

年）は65.7％と半数を超しており、進展していると認識されていると言える。（２）多様

な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりは、平成21年（2009年）

度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、東北圏では、代表指標の動向からは一時点のみの評価ではあるが、「新

たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されていると言える。 
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図 Ⅱ-２-４７ 「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する代表指標の動向（東北圏） 
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・  

・ 首都圏においては、代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくり

のシステムは、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回

答した割合を集計した指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、平成21年（2009

年）は61.1％と半数を超しており、進展していると認識されていると言える。（２）多様

な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりは、平成21年（2009年）

度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、首都圏では、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、

「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されていると言え

る。 
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図 Ⅱ-２-４８ 「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する代表指標の動向（首都圏） 

 

・ 北陸圏においては、代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくり

のシステムは、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回

答した割合を集計した指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、平成21年（2009

年）は66.7％と半数を超しており、進展していると認識されていると言える。（２）多様

な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりは、平成21年（2009年）

度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、北陸圏では、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、

「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されていると言え

る。 
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図 Ⅱ-２-４９ 「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する代表指標の動向（北陸圏） 
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・ 中部圏においては、代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくり

のシステムは、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回

答した割合を集計した指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、平成21年（2009

年）は68.2％と半数を超しており、進展していると認識されていると言える。（２）多様

な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりは、平成21年（2009年）

度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、中部圏では、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、

「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されていると言え

る。 
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図 Ⅱ-２-５０ 「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する代表指標の動向（中部圏） 

 

・ 近畿圏においては、代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくり

のシステムは、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回

答した割合を集計した指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、平成21年（2009

年）は55.7％と半数を超しており、進展していると認識されていると言える。（２）多様

な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりは、平成21年（2009年）

度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、近畿圏では、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、

「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されていると言え

る。 
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図 Ⅱ-２-５１ 「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する代表指標の動向（近畿圏） 
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・ 中国圏においては、代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくり

のシステムは、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回

答した割合を集計した指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、平成21年（2009

年）は69.2％と半数を超しており、進展していると認識されていると言える。（２）多様

な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりは、平成21年（2009年）

度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、中国圏では、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、

「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されていると言え

る。 
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図 Ⅱ-２-５２ 「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する代表指標の動向（中国圏） 

 

・ 四国圏においては、代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくり

のシステムは、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回

答した割合を集計した指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、平成21年（2009

年）は55.2％と半数を超しており、進展していると認識されていると言える。（２）多様

な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりは、平成21年（2009年）

度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、四国圏では、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、

「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されていると言え

る。 
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図 Ⅱ-２-５３ 「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する代表指標の動向（四国圏） 
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・ 九州圏においては、代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくり

のシステムは、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回

答した割合を集計した指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、平成21年（2009

年）は63.4％と半数を超しており、進展していると認識されていると言える。（２）多様

な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりは、平成21年（2009年）

度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標である

ため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、九州圏では、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、

「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されていると言え

る。 
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図 Ⅱ-２-５４ 「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する代表指標の動向（九州圏） 

 

・ 沖縄県においては、代表指標の動向からは、（１）「新たな公」を基軸とする地域づくり

のシステムは、平成21年（2009年）度から開始した意識調査において、進んでいると回

答した割合を集計した指標であるため、一時点のみの評価ではあるが、平成21年（2009

年）は41.7％と半数に達しておらず、進展していると認識されているとは言えない。（２）

多様な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりは、平成21年（2009

年）度から開始した意識調査において、参加していると回答した割合を集計した指標で

あるため、一時点の結果からモニタリング結果を判断することはできない。 

・ 以上のことから、沖縄県では、代表指標の動向からは、一時点のみの評価ではあるが、

「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されているとは言

えず、今後の進展が求められる。 
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図 Ⅱ-２-５５ 「新たな公」を基軸とする地域づくりに関する代表指標の動向（沖縄県） 
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３． 国民を対象とした意識調査結果 

 

○国土形成計画（全国計画）の認知度、浸透度について 

 国土形成計画（全国計画）の認知度、浸透度を聞いたところ、一般国民では「国土形成計

画（全国計画）をご存知でしたか？」という質問に対して「計画自体知らなかった」という

回答が80.6％と半数を超しており、専門家でも「国土形成計画（全国計画）について、国民

の理解が広まっていると思いますか？」という質問に対して「計画自体が知られていない」

という回答が83.9％と半数を超しており、一般国民に対する計画の認知度、浸透度に今後の

進展が求められる。 

 地方自治体、ＮＰＯ、企業も同様の傾向であり、「国土形成計画（全国計画）について、

職員、スタッフ、社員の間で理解が広まっていると思いますか？」という質問に対して「計

画自体知らなかった」という回答が52.2％、78.4％、74.0％と半数を超しており、これらの

結果からも計画の認知度、浸透度に今後の進展が求められる。（図 Ⅱ-３-１） 

 

あなたは、国土形成計画（全国計画）をご存知でしたか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における認知度、浸透

度、ＮＰＯには活動する地域における認知度、浸透度、専門家には国民の間での計画の認

知度、浸透度、企業には社員の間での計画の認知度、浸透度と各主体により質問文を変更

している。） 

【一般国民】
あなたは、国土形成計画（全国計画）をご存知でし

たか？

1.4 18.0 80.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計画自体は知っており、その内容も知っていた

計画自体は知っていたが、その内容は知らなかった

計画自体知らなかった

（N=11,003） 【地方自治体】
あなたが勤務する自治体では、国土形成計画（全国
計画）について、職員の間で理解が広まっていると

思いますか？

3.9 43.9 52.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計画自体は知られており、その内容も知られている

計画自体は知られているが、その内容は知られていない

計画自体が知られていない

（N=736）

【ＮＰＯ】
あなたの団体では、国土形成計画（全国計画）につ
いて、スタッフの間で理解が広まっていると思いま

すか？

1.0 20.6 78.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計画自体は知られており、その内容も知られている

計画自体は知られているが、その内容は知られていない

計画自体が知られていない

（N=194） 【専門家】
あなたは、国土形成計画（全国計画）について、

国民の理解が広まっていると思いますか？

0.5 15.6 83.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計画自体は知られており、その内容も知られている

計画自体は知られているが、その内容は知られていない

計画自体が知られていない

（N=429）
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【企業】
あなたの会社では、国土形成計画（全国計画）につ
いて、社員の間で理解が広まっていると思います

か？

3.1 22.9 74.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計画自体は知られており、その内容も知られている

計画自体は知られているが、その内容は知られていない

計画自体が知られていない

（N=192）

 

図 Ⅱ-３-１ 国土形成計画（全国計画）の認知度、浸透度について 
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戦略的目標１ 東アジアとの円滑な交流・連携 

＜モニタリング結果のまとめ＞ 

 全国の集計値は、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、企業のいずれにおいても、（１）東ア

ジアとビジネスを行う国内産業の強化、（２）東アジアとの文化や人の交流、観光客の誘致、

（３）東アジアとの交通・情報ネットワークの形成、いずれにおいても進展していると認識

されているとは言えず、東アジアとの円滑な交流・連携については進展していると認識され

ているとは言えないと言える。ただし、専門家においては、（１）東アジアとビジネスを行

う国内産業の強化、（２）東アジアとの文化や人の交流、観光客の誘致については進展して

いると認識されていると言え、東アジアとの円滑な交流・連携については進展していると認

識されていると言える。 

 広域ブロック別では、いずれの広域ブロックにおいても、（１）東アジアとビジネスを行

う国内産業の強化、（２）東アジアとの文化や人の交流、観光客の誘致、（３）東アジアとの

交通・情報ネットワークの形成、いずれにおいても進展していると認識されているとは言え

ず、東アジアとの円滑な交流・連携については進展していると認識されているとは言えない。 
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＜全国の動向＞ 

(１) 東アジアとビジネスを行う国内産業の強化 

 「東アジアとビジネスを行う国内産業の強化」は進んでいるという回答（「かなり進んで

いる」「少し進んでいる」の合計）は、専門家で50.8％と半数を超しており、専門家では進

展していると認識されていると言える。（図 Ⅱ-３-２） 

 これに関連する変化についての実感については、「東アジアとのビジネスが増えた」、「東

アジアへの長期の出張または常駐する機会が増えた」及び「外国人のビジネスパーソンと仕

事をする機会が増えた」という回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、専門家

でそれぞれ75.1％、52.7％、52.2％、企業でそれぞれ70.8％、56.8％、55.7％と半数を超し

ており、専門家、企業ではそれらの変化については実感が高いと言える。（図 Ⅱ-３-３） 

 

「東アジアとの円滑な交流・連携」の進展に関して３点伺います。それぞれの点について、

あなたが暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（１）ここ数年、「東アジアとビジネスを行う国内産業の強化」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「東アジアとビジネスを行う国内産業の
強化」は進んでいますか？

5.2

2.2

4.1

11.2

12.5

24.7

15.2

19.1

39.6

33.9

67.2

81.1

75.3

44.5

52.1

3.3

0.5

1.0

0.4

2.0

1.4

1.0

0.5

1.1

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-２ 「東アジアとビジネスを行う国内産業の強化」の進展状況について 
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ここ数年、あなたの生活において、「東アジアとの円滑な交流・連携」に関してどのような

変化が起きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 

東アジアとのビジネスが増えた

8.6

4.1

9.3

28.9

37.0

19.9

17.4

20.6

46.2

33.9

22.3

23.6

17.5

12.6

17.7

13.7

21.1

14.9

8.4

3.6

35.4

33.8

37.6

4.0

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

東アジアへの長期の出張または常駐する機会が増え
た

3.6

1.8

5.2

16.6

21.9

15.5

36.1

34.9

24.6

22.7

16.5

28.2

25.5

12.4

19.6

12.4

9.3

6.3

49.1

46.6

50.5

9.8

11.5

9.4

10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

外国人のビジネスパーソンと仕事をする機会が増え
た

3.5

3.6

12.4

19.3

12.6

16.0

39.9

36.5

24.2

22.6

17.5

27.5

27.6

13.1

22.1

17.5

11.2

8.9

46.7

42.9

45.4

9.1

7.8

2.3 10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない  
図 Ⅱ-３-３ 「東アジアとビジネスを行う国内産業の強化」に関する変化の実感について
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(２) 東アジアとの文化や人の交流、観光客の誘致 

 「東アジアとの文化や人の交流、観光客の誘致」は進んでいるという回答（「かなり進ん

でいる」「少し進んでいる」の合計）は、専門家で68.8％と半数を超しており、専門家では

進展していると認識されていると言える。（図 Ⅱ-３-４） 

 これに関連する変化についての実感については、「街中でアジアの言語による案内を見か

けることが多くなった」及び「外国人観光客を見かけることが多くなった」という回答（「大

変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、専門家でそれぞれ76.5％、79.3％と半数を超し

ており、それらの変化については実感が高いと言える。また、「街中でアジアの言語による

案内を見かけることが多くなった」、「外国人観光客を見かけることが多くなった」及び「東

アジアへの短期の旅行・出張に行く回数が増えた」という回答（「大変そう思う」「少しそう

思う」の合計）は、企業でそれぞれ66.7％、60.4％、54.2％と半数を超しており、それらの

変化については実感が高いと言える。（図 Ⅱ-３-５） 

 

「東アジアとの円滑な交流・連携」の進展に関して３点伺います。それぞれの点について、

あなたが暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（２）ここ数年、「東アジアとの文化や人の交流、観光客の誘致」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「東アジアとの文化や人の交流、観光客
の誘致」は進んでいますか？

6.2

4.2

5.7

15.6

5.2

32.2

25.3

32.0

53.1

39.6

58.6

69.7

61.3

28.4

53.6

2.2

0.4

1.0

2.3

1.0

0.7

0.4

0.5

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-４ 「東アジアとの文化や人の交流、観光客の誘致」の進展状況について 
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ここ数年、あなたの生活において、「東アジアとの円滑な交流・連携」に関してどのような

変化が起きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 

街中でアジアの言語による案内を見かけることが多
くなった

13.1

3.4

10.3

30.1

25.0

34.5

17.7

38.7

46.4

41.7

19.2

19.2

14.4

11.7

21.4

11.5

22.0

13.9

8.2

7.8

21.7

37.8

22.7

4.2

3.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

外国人観光客を見かけることが多くなった

13.7

6.7

12.4

33.1

24.0

36.1

22.0

35.6

46.2

36.5

23.0

20.0

21.1

13.5

27.1

11.2

22.3

16.0

5.4

9.4

16.0

29.1

14.9

3.1

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

東アジアへの短期の旅行・出張に行く回数が増えた

2.4

4.1

15.4

15.1

16.0

17.0

33.1

39.1

24.7

22.4

20.6

27.0

27.1

12.7

19.2

14.9

11.7

9.4

49.3

39.9

43.3

12.8

9.4

3.1 10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない  

図 Ⅱ-３-５ 「東アジアとの文化や人の交流、観光客の誘致」に関する変化の実感につい

       て 
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(３) 東アジアとの交通・情報ネットワークの形成 

 「東アジアとの交通・情報ネットワークの形成」は進んでいるという回答（「かなり進ん

でいる」「少し進んでいる」の合計）は、最も多い専門家でも45.2％と半数に達しておらず、

一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業の全てにおいて進展していると認識されてい

るとは言えない。（図 Ⅱ-３-６） 

 これに関連する変化についての実感については、（１）東アジアとビジネスを行う国内産

業の強化、（２）東アジアとの文化や人の交流、観光客の誘致に関する変化については実感

が高いと言える専門家、企業でも、回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が半数

に達しているものが無く、変化についての実感が高いとは言えない。（図 Ⅱ-３-６） 

 

「東アジアとの円滑な交流・連携」の進展に関して３点伺います。それぞれの点について、

あなたが暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（３）ここ数年、「東アジアとの交通・情報ネットワークの形成」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「東アジアとの交通・情報ネットワーク
の形成」は進んでいますか？

3.6

1.8

5.2

6.8

3.6

23.1

17.5

38.5

33.3

70.8

86.1

76.3

51.3

61.5

11.3

1.8

1.0

2.8

0.4

1.0

0.7

0.5

0.7

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-６ 「東アジアとの交通・情報ネットワークの形成」の進展状況について 

 



 59

 

ここ数年、あなたの生活において、「東アジアとの円滑な交流・連携」に関してどのような

変化が起きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 

国際便が就航している空港や港へアクセスしやすく
なった

3.2

4.3

4.1

6.8

2.6

17.1

15.6

19.6

24.2

27.1

34.1

27.3

27.8

36.6

47.9

14.2

19.2

17.0

18.6

15.6

31.4

33.6

31.4

13.8

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

航空便の便数が増えるなど東アジアへの渡航が便利
になった

3.6

7.9

4.7

20.7

20.6

28.9

34.9

34.5

32.3

27.3

40.8

45.8

21.5

16.5

14.2

9.9

29.0

32.3

29.9

8.2

5.7

2.6 11.3

12.3

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

東アジアとの貨物輸送において、航空便や高速海上
輸送の利用回数が増えた

1.9

1.1

2.1

5.6

4.2

19.6

26.6

35.2

33.8

29.4

49.9

50.5

12.6

19.7

14.9

14.0

9.4

39.6

38.6

42.3

11.0

9.4

11.3

6.8

10.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない  

図 Ⅱ-３-７ 「東アジアとの交通・情報ネットワークの形成」に関する変化の実感につい

て 
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＜広域ブロック別の動向＞ 

 一般国民の回答について広域ブロック別に見ると、「東アジアとの円滑な交流・連携」に

関しては、いずれの広域ブロックにおいても、「東アジアとの文化や人の交流、観光客の誘

致」が進んでいるという回答（「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の合計）は最も多か

ったが、その割合は半数に達しておらず、進展していると認識されているとは言えない。一

方、「東アジアとの交通・情報ネットワークの形成」が進んでいるという回答（「かなり進ん

でいる」「少し進んでいる」の合計）は最も少なかった。（図 Ⅱ-３-８） 

 これに関連する変化についての実感については、一般国民の回答について広域ブロック別

に見ると、北海道では、「外国人観光客を見かけることが多くなった」という回答（「大変そ

う思う」「少しそう思う」の合計）が、58.7％と半数を超しており、その変化については実

感が高いと言える。東北圏では、半数に達している回答（「大変そう思う」「少しそう思う」

の合計）がなく、「東アジアとの円滑な交流・連携」について、変化についての実感が高い

とは言えない。首都圏では、「街中でアジアの言語による案内を見かけることが多くなった」

及び「外国人観光客を見かけることが多くなった」という回答（「大変そう思う」「少しそう

思う」の合計）が、それぞれ56.3％、55.7％と半数を超しており、それらの変化については

実感が高いと言える。北陸圏では、半数に達している回答（「大変そう思う」「少しそう思う」

の合計）がなく、「東アジアとの円滑な交流・連携」について、変化についての実感が高い

とは言えない。中部圏では、半数に達している回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合

計）がなく、「東アジアとの円滑な交流・連携」について、変化についての実感が高いとは

言えない。近畿圏では、「外国人観光客を見かけることが多くなった」という回答（「大変そ

う思う」「少しそう思う」の合計）が、52.6％と半数を超しており、その変化については実

感が高いと言える。中国圏では、半数に達している回答（「大変そう思う」「少しそう思う」

の合計）がなく、「東アジアとの円滑な交流・連携」について、変化についての実感が高い

とは言えない。四国圏では、半数に達している回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合

計）がなく、「東アジアとの円滑な交流・連携」について、変化についての実感が高いとは

言えない。九州圏では、「街中でアジアの言語による案内を見かけることが多くなった」と

いう回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が、50.3％と半数を超しており、その

変化については実感が高いと言える。沖縄県では、半数に達している回答（「大変そう思う」

「少しそう思う」の合計）がなく、「東アジアとの円滑な交流・連携」について、変化につ

いての実感が高いとは言えない。（図 Ⅱ-３-９） 
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「東アジアとの円滑な交流・連携」の進展に関して３点伺います。それぞれの点について、あなたが

暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

北海道

3.3 22.0

38.1

21.8

71.9

51.0

72.9

7.9

2.8 1.7

2.1

1.7

0.7

0.9

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「東アジアとビジネ

スを行う国内産業の強化」は進んでい

ますか？
（２)ここ数年、「東アジアとの文化

や人の交流、観光客の誘致」は進んで

いますか？
（３）ここ数年、「東アジアとの交

通・情報ネットワークの形成」は進ん

でいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

 

東北圏

4.7 24.8

32.7

24.6

67.4

58.8

69.02.6

5.2

2.2

1.9

1.4

1.5

1.4

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「東アジアとビジネ

スを行う国内産業の強化」は進んでい

ますか？
（２)ここ数年、「東アジアとの文化

や人の交流、観光客の誘致」は進んで

いますか？
（３）ここ数年、「東アジアとの交

通・情報ネットワークの形成」は進ん

でいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,097）

 

首都圏

6.3 24.3

32.1

23.3

67.0

58.1

70.5

7.1

4.1 1.8

2.5

1.8

0.3

0.2

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「東アジアとビジネ

スを行う国内産業の強化」は進んでい

ますか？
（２)ここ数年、「東アジアとの文化

や人の交流、観光客の誘致」は進んで

いますか？
（３）ここ数年、「東アジアとの交

通・情報ネットワークの形成」は進ん

でいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,100）

 

北陸圏

3.8 23.9

29.3

19.6
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62.3

74.9

4.9

2.8 1.5

2.1
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1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「東アジアとビジネ

スを行う国内産業の強化」は進んでい

ますか？
（２)ここ数年、「東アジアとの文化

や人の交流、観光客の誘致」は進んで

いますか？
（３）ここ数年、「東アジアとの交

通・情報ネットワークの形成」は進ん

でいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

 

中部圏

4.5 23.9

29.2

21.2

68.2

63.4

73.7

4.5

2.6 1.8

2.0

2.9

0.7

0.9

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「東アジアとビジネ

スを行う国内産業の強化」は進んでい

ますか？
（２)ここ数年、「東アジアとの文化

や人の交流、観光客の誘致」は進んで

いますか？
（３）ここ数年、「東アジアとの交

通・情報ネットワークの形成」は進ん

でいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,098）

 

近畿圏

5.6 26.6

32.7

22.7

65.0

58.3

70.2

6.6

4.5 1.8

1.7

1.8 1.0

0.9

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「東アジアとビジネ

スを行う国内産業の強化」は進んでい

ますか？
（２)ここ数年、「東アジアとの文化

や人の交流、観光客の誘致」は進んで

いますか？
（３）ここ数年、「東アジアとの交

通・情報ネットワークの形成」は進ん

でいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,099）

 

中国圏

4.8 25.9

31.3

24.4

66.7

60.9

70.0

4.5

2.4 2.5

2.4

1.7

0.7

0.9

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「東アジアとビジネ

スを行う国内産業の強化」は進んでい

ますか？
（２)ここ数年、「東アジアとの文化

や人の交流、観光客の誘致」は進んで

いますか？
（３）ここ数年、「東アジアとの交

通・情報ネットワークの形成」は進ん

でいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

 

四国圏
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（１)ここ数年、「東アジアとビジネ

スを行う国内産業の強化」は進んでい

ますか？
（２)ここ数年、「東アジアとの文化

や人の交流、観光客の誘致」は進んで

いますか？
（３）ここ数年、「東アジアとの交

通・情報ネットワークの形成」は進ん

でいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

 

九州圏
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52.5

67.1

7.7

4.5 1.5
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0.7

0.8
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（１)ここ数年、「東アジアとビジネ

スを行う国内産業の強化」は進んでい

ますか？
（２)ここ数年、「東アジアとの文化

や人の交流、観光客の誘致」は進んで

いますか？
（３）ここ数年、「東アジアとの交

通・情報ネットワークの形成」は進ん

でいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,099）

 

沖縄県

4.3 22.0

29.0

20.3

70.1

62.7

74.42.6

4.7

2.6

2.4

1.6

1.0

1.3

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「東アジアとビジネ

スを行う国内産業の強化」は進んでい

ますか？
（２)ここ数年、「東アジアとの文化

や人の交流、観光客の誘致」は進んで

いますか？
（３）ここ数年、「東アジアとの交

通・情報ネットワークの形成」は進ん

でいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,098）

 

図 Ⅱ-３-８ 「東アジアとの円滑な交流・連携」の進展状況について（一般国民：広域ブ 

ロック別） 
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ここ数年、あなたの生活において、「東アジアとの円滑な交流・連携」に関してどのような

変化が起きていると感じますか？ 

北海道

16.0

8.8

33.7

37.6

8.3

13.6

17.0

7.3

24.0
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17.0

17.5
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33.9

33.3

33.1

13.7

11.7

12.4

10.2

9.6

12.0

15.8

13.5

13.7

14.2

55.7

34.5

33.1

44.6

21.0

3.2

1.4

2.3

1.6

1.5

1.7

5.2

15.1

7.4 25.7

41.1

53.5

52.0

24.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東アジアとのビジネスが増えた

東アジアへの長期の出張または常駐す

る機会が増えた
外国人のビジネスパーソンと仕事をす

る機会が増えた
街中でアジアの言語による案内を見か

けることが多くなった
外国人観光客を見かけることが多く

なった
東アジアへの短期の旅行・出張に行く

回数が増えた
国際便が就航している空港や港へアク

セスしやすくなった
航空便の便数が増えるなど東アジアへ

の渡航が便利になった
東アジアとの貨物輸送において、航空

便や高速海上輸送の利用回数が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103） 東北圏

19.2

10.7

27.4

32.5

15.9

19.1

9.5

21.9

24.9

20.5

23.6

23.9

31.3

31.2

31.4

13.2

12.7

12.7

14.5

12.4

13.4

15.1

14.5

13.6

22.0

52.0

35.3

32.4

43.9
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9.5 23.7
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50.6

37.3
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東アジアとのビジネスが増えた

東アジアへの長期の出張または常駐す

る機会が増えた
外国人のビジネスパーソンと仕事をす

る機会が増えた
街中でアジアの言語による案内を見か

けることが多くなった
外国人観光客を見かけることが多く

なった
東アジアへの短期の旅行・出張に行く

回数が増えた
国際便が就航している空港や港へアク

セスしやすくなった
航空便の便数が増えるなど東アジアへ

の渡航が便利になった
東アジアとの貨物輸送において、航空

便や高速海上輸送の利用回数が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,097）

首都圏
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36.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東アジアとのビジネスが増えた

東アジアへの長期の出張または常駐す

る機会が増えた
外国人のビジネスパーソンと仕事をす

る機会が増えた
街中でアジアの言語による案内を見か

けることが多くなった
外国人観光客を見かけることが多く

なった
東アジアへの短期の旅行・出張に行く

回数が増えた
国際便が就航している空港や港へアク

セスしやすくなった
航空便の便数が増えるなど東アジアへ

の渡航が便利になった
東アジアとの貨物輸送において、航空
便や高速海上輸送の利用回数が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,100） 北陸圏
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東アジアとのビジネスが増えた

東アジアへの長期の出張または常駐す

る機会が増えた
外国人のビジネスパーソンと仕事をす

る機会が増えた
街中でアジアの言語による案内を見か

けることが多くなった
外国人観光客を見かけることが多く

なった
東アジアへの短期の旅行・出張に行く

回数が増えた
国際便が就航している空港や港へアク

セスしやすくなった
航空便の便数が増えるなど東アジアへ

の渡航が便利になった
東アジアとの貨物輸送において、航空
便や高速海上輸送の利用回数が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103）

中部圏
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東アジアとのビジネスが増えた

東アジアへの長期の出張または常駐す

る機会が増えた
外国人のビジネスパーソンと仕事をす

る機会が増えた
街中でアジアの言語による案内を見か

けることが多くなった
外国人観光客を見かけることが多く

なった
東アジアへの短期の旅行・出張に行く

回数が増えた
国際便が就航している空港や港へアク

セスしやすくなった
航空便の便数が増えるなど東アジアへ

の渡航が便利になった
東アジアとの貨物輸送において、航空

便や高速海上輸送の利用回数が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,098） 近畿圏
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4.4

3.8

2.5

2.4

3.8

15.0

10.6 25.5

18.5

41.2

44.5

30.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東アジアとのビジネスが増えた

東アジアへの長期の出張または常駐す

る機会が増えた
外国人のビジネスパーソンと仕事をす

る機会が増えた
街中でアジアの言語による案内を見か

けることが多くなった
外国人観光客を見かけることが多く

なった
東アジアへの短期の旅行・出張に行く

回数が増えた
国際便が就航している空港や港へアク

セスしやすくなった
航空便の便数が増えるなど東アジアへ

の渡航が便利になった
東アジアとの貨物輸送において、航空
便や高速海上輸送の利用回数が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,099）
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中国圏
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東アジアとのビジネスが増えた

東アジアへの長期の出張または常駐す
る機会が増えた

外国人のビジネスパーソンと仕事をす
る機会が増えた

街中でアジアの言語による案内を見か

けることが多くなった
外国人観光客を見かけることが多く

なった
東アジアへの短期の旅行・出張に行く

回数が増えた
国際便が就航している空港や港へアク

セスしやすくなった
航空便の便数が増えるなど東アジアへ

の渡航が便利になった
東アジアとの貨物輸送において、航空
便や高速海上輸送の利用回数が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103） 四国圏

19.0

11.2

26.6

29.0

7.5

12.5

16.0

7.5

25.4

25.7

22.2

25.5

25.3

33.2

32.5

33.5

13.5

14.1

12.9

14.1

14.1

13.5

14.1

13.1

13.7

25.2

52.0

39.0

36.4

44.1

4.8

5.3

2.2

2.7

1.6

1.3

1.3

1.9

6.2

8.3
27.0

32.3

47.5

48.3

36.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東アジアとのビジネスが増えた

東アジアへの長期の出張または常駐す
る機会が増えた

外国人のビジネスパーソンと仕事をす

る機会が増えた
街中でアジアの言語による案内を見か

けることが多くなった
外国人観光客を見かけることが多く

なった
東アジアへの短期の旅行・出張に行く

回数が増えた
国際便が就航している空港や港へアク

セスしやすくなった
航空便の便数が増えるなど東アジアへ

の渡航が便利になった
東アジアとの貨物輸送において、航空
便や高速海上輸送の利用回数が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103）

九州圏
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東アジアへの長期の出張または常駐す

る機会が増えた
外国人のビジネスパーソンと仕事をす

る機会が増えた
街中でアジアの言語による案内を見か

けることが多くなった
外国人観光客を見かけることが多く

なった
東アジアへの短期の旅行・出張に行く

回数が増えた
国際便が就航している空港や港へアク

セスしやすくなった
航空便の便数が増えるなど東アジアへ

の渡航が便利になった
東アジアとの貨物輸送において、航空

便や高速海上輸送の利用回数が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,099） 沖縄県

18.3

12.8

28.6

32.2

8.9

13.1

14.8

8.8

24.3

24.3

23.7

27.2

24.1

36.2

37.4

35.4

15.6

12.8

12.5

13.4

12.4

13.0

14.1

13.2

13.2

17.4

52.0

34.2

32.2

40.3

10.7

2.4

2.2

2.4

1.9

2.6

2.5

5.9

9.5

8.9
24.8

35.9

51.1

47.7

24.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東アジアとのビジネスが増えた

東アジアへの長期の出張または常駐す

る機会が増えた
外国人のビジネスパーソンと仕事をす

る機会が増えた
街中でアジアの言語による案内を見か

けることが多くなった
外国人観光客を見かけることが多く

なった
東アジアへの短期の旅行・出張に行く

回数が増えた
国際便が就航している空港や港へアク

セスしやすくなった
航空便の便数が増えるなど東アジアへ

の渡航が便利になった
東アジアとの貨物輸送において、航空

便や高速海上輸送の利用回数が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,098）

 

図 Ⅱ-３-９ 「東アジアとの円滑な交流・連携」に関する変化の実感について（一般国民：

広域ブロック別） 
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戦略的目標２ 持続可能な地域の形成 

＜モニタリング結果のまとめ＞ 

 全国の集計値は、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業のいずれにおいても、（１）

暮らしやすい都市圏の形成、（２）地域資源を活かした産業の活性化、（３）美しく暮らしや

すい農山漁村の形成、（４）地域間の交流・連携の促進、いずれにおいても進展していると

認識されているとは言えず、持続可能な地域の形成については進展していると認識されてい

るとは言えない。 

 広域ブロック別では、いずれの広域ブロックにおいても、（１）暮らしやすい都市圏の形

成、（２）地域資源を活かした産業の活性化、（３）美しく暮らしやすい農山漁村の形成、（４）

地域間の交流・連携の促進、いずれにおいても進展していると認識されているとは言えず、

持続可能な地域の形成については進展していると認識されているとは言えない。 
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＜全国の動向＞ 

(１) 暮らしやすい都市圏の形成 

 「暮らしやすい都市圏の形成」は進んでいるという回答（「かなり進んでいる」「少し進ん

でいる」の合計）は、最も多い地方自治体でも33.3％と半数に達しておらず、一般国民、地

方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業の全てにおいて進展していると認識されているとは言えな

い。（図 Ⅱ-３-１０） 

 

「持続可能な地域の形成」の進展に関して４点伺います。それぞれの点について、あなたが

暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（１）ここ数年、「暮らしやすい都市圏の形成」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「暮らしやすい都市圏の形成」は進んで
いますか？

1.1

2.3

1.5

1.2

0.5

19.3

31.0

23.2

24.7

28.6

65.5

62.9

57.7

50.8

64.6

9.9
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-１０ 「暮らしやすい都市圏の形成」の進展状況について 

 

ここ数年、あなたの生活において、「持続可能な地域の形成」に関してどのような変化が起

きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 

中心市街地に行くことが多くなった
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病院や福祉施設に行きやすくなった
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公共交通を利用することが多くなった

5.4

1.6

3.6

3.0

2.1

22.0

14.4

24.7

27.6

31.7

39.7

36.1

31.5

52.1

21.8

29.1

24.2

27.5

13.5

19.1

14.8

21.6

13.3

14.8

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

建て替えや改修を行っている住宅が増えた
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道路の渋滞や鉄道の混雑が少なくなった
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あまりそう思わない まったくそう思わない  

図 Ⅱ-３-１１ 「暮らしやすい都市圏の形成」に関する変化の実感について 
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(２) 地域資源を活かした産業の活性化 

 「地域資源を活かした産業の活性化」は進んでいるという回答（「かなり進んでいる」「少

し進んでいる」の合計）は、最も多い地方自治体でも44.7％と半数に達しておらず、一般国

民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業の全てにおいて進展していると認識されているとは

言えない。（図 Ⅱ-３-１２） 

 これに関連する変化についての実感については、「新たなに立地する企業が増えた」「地域

に就職する若者が増えた」という回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、一般

国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業のいずれにおいても一割程度以下であり、それら

の変化については実感が特に低いと言える。（図 Ⅱ-３-１３） 

 

「持続可能な地域の形成」の進展に関して４点伺います。それぞれの点について、あなたが

暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（２）ここ数年、「地域資源を活かした産業の活性化」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「地域資源を活かした産業の活性化」は
進んでいますか？
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専門家（N=429）

企業（N=192）

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-１２ 「地域資源を活かした産業の活性化」の進展状況について 
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ここ数年、あなたの生活において、「持続可能な地域の形成」に関してどのような変化が起

きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 

新たに立地する企業が増えた
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専門家（N=429）
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地域に就職する若者が増えた

38.3

35.1

28.4

29.1

48.4

30.8

37.6

37.1

34.5

30.7

22.8

23.9

30.9

27.5

8.3

0.9

0.5

0.5

0.8

12.5

7.9

3.1

2.9

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない  

図 Ⅱ-３-１３ 「地域資源を活かした産業の活性化」に関する変化の実感について 
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(３) 美しく暮らしやすい農山漁村の形成 

 「美しく暮らしやすい農山漁村の形成」は進んでいるという回答（「かなり進んでいる」

「少し進んでいる」の合計）は、最も多い地方自治体でも23.0％と半数に達しておらず、一

般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業の全てにおいて進展していると認識されている

とは言えない。（図 Ⅱ-３-１４） 

 これに関連する変化についての実感については、「農山漁村が暮らしやすくなった」とい

う回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専

門家、企業のいずれにおいても一割程度以下であり、その変化については実感が特に低いと

言える。（図 Ⅱ-３-１５） 

 

「持続可能な地域の形成」の進展に関して４点伺います。それぞれの点について、あなたが

暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（３）ここ数年、「美しく暮らしやすい農山漁村の形成」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「美しく暮らしやすい農山漁村の形成」
は進んでいますか？
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かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-１４ 「美しく暮らしやすい農山漁村の形成」の進展状況について 
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ここ数年、あなたの生活において、「持続可能な地域の形成」に関してどのような変化が起

きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 

農山漁村が暮らしやすくなった
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あまりそう思わない まったくそう思わない  

図 Ⅱ-３-１５ 「美しく暮らしやすい農山漁村の形成」に関する変化の実感について 
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(４) 地域間の交流・連携の促進 

 「地域間の交流・連携の促進」は進んでいるという回答（「かなり進んでいる」「少し進ん

でいる」の合計）は、最も多い地方自治体でも41.7％と半数に達しておらず、一般国民、地

方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業の全てにおいて進展していると認識されているとは言えな

い。（図 Ⅱ-３-１６） 

 

「持続可能な地域の形成」の進展に関して４点伺います。それぞれの点について、あなたが

暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（４）ここ数年、「地域間の交流・連携の促進」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「地域間の交流・連携の促進」は進んで
いますか？

15.2

38.6

27.8

28.7

22.9

70.6

56.7

59.3

53.4

68.8

9.3

5.7

9.8

6.3

7.01.2

2.6

3.1

0.8
1.2

4.1

2.1

4.6

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-１６ 「地域間の交流・連携の促進」の進展状況について 
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ここ数年、あなたの生活において、「持続可能な地域の形成」に関してどのような変化が起

きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 

都市部と農山漁村を行き来する回数が増えた
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一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

普段の生活でより遠くの地域まで行くようになった
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地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

他の地域から移ってくる人が増えた
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17.5
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37.1
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一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない  

図 Ⅱ-３-１７ 「地域間の交流・連携の促進」に関する変化の実感について 
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＜広域ブロック別の動向＞ 

 一般国民の回答について広域ブロック別に見ると、「持続可能な地域の形成」に関しては、

首都圏、近畿圏、沖縄県では、「暮らしやすい都市圏の形成」が進んでいるという回答（「か

なり進んでいる」「少し進んでいる」の合計）は最も多かったが、その割合は半数に達して

おらず、進展していると認識されているとは言えない。北海道、東北圏、北陸圏、中部圏、

中国圏、四国圏、九州圏では、「地域資源を活かした産業の活性化」が進んでいるという回

答（「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の合計）は最も多かったが、その割合は半数に

達しておらず、進展していると認識されているとは言えない。一方、いずれの広域ブロック

においても、「美しく暮らしやすい農山漁村の形成」が進んでいるという回答（「かなり進ん

でいる」「少し進んでいる」の合計）は最も少なかった。（図 Ⅱ-３-１８） 

 

「持続可能な地域の形成」の進展に関して４点伺います。それぞれの点について、あなたが

暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 
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（１)ここ数年、「暮らしやすい都市

圏の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「地域資源を活かし

た産業の活性化」は進んでいますか？

（３）ここ数年、「美しく暮らしやす

い農山漁村の形成」は進んでいます

か？

（４）ここ数年、「地域間の交流・連

携の促進」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

 

東北圏
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61.1

58.8
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（１)ここ数年、「暮らしやすい都市

圏の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「地域資源を活かし

た産業の活性化」は進んでいますか？

（３）ここ数年、「美しく暮らしやす

い農山漁村の形成」は進んでいます

か？

（４）ここ数年、「地域間の交流・連

携の促進」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,097）
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（１)ここ数年、「暮らしやすい都市

圏の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「地域資源を活かし

た産業の活性化」は進んでいますか？

（３）ここ数年、「美しく暮らしやす

い農山漁村の形成」は進んでいます

か？

（４）ここ数年、「地域間の交流・連

携の促進」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,100）

 

北陸圏
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（１)ここ数年、「暮らしやすい都市

圏の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「地域資源を活かし

た産業の活性化」は進んでいますか？

（３）ここ数年、「美しく暮らしやす

い農山漁村の形成」は進んでいます

か？

（４）ここ数年、「地域間の交流・連

携の促進」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

中部圏
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（１)ここ数年、「暮らしやすい都市

圏の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「地域資源を活かし

た産業の活性化」は進んでいますか？

（３）ここ数年、「美しく暮らしやす

い農山漁村の形成」は進んでいます

か？

（４）ここ数年、「地域間の交流・連

携の促進」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,098）

 

近畿圏

19.1

17.1
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（１)ここ数年、「暮らしやすい都市

圏の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「地域資源を活かし

た産業の活性化」は進んでいますか？

（３）ここ数年、「美しく暮らしやす

い農山漁村の形成」は進んでいます

か？
（４）ここ数年、「地域間の交流・連

携の促進」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,099）
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中国圏
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（１)ここ数年、「暮らしやすい都市

圏の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「地域資源を活かし

た産業の活性化」は進んでいますか？

（３）ここ数年、「美しく暮らしやす

い農山漁村の形成」は進んでいます

か？
（４）ここ数年、「地域間の交流・連

携の促進」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

 

四国圏
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（１)ここ数年、「暮らしやすい都市

圏の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「地域資源を活かし

た産業の活性化」は進んでいますか？

（３）ここ数年、「美しく暮らしやす

い農山漁村の形成」は進んでいます

か？

（４）ここ数年、「地域間の交流・連

携の促進」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）
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（１)ここ数年、「暮らしやすい都市

圏の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「地域資源を活かし

た産業の活性化」は進んでいますか？

（３）ここ数年、「美しく暮らしやす

い農山漁村の形成」は進んでいます

か？

（４）ここ数年、「地域間の交流・連

携の促進」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,099）

    

沖縄県
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17.1
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75.2
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（１)ここ数年、「暮らしやすい都市

圏の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「地域資源を活かし

た産業の活性化」は進んでいますか？

（３）ここ数年、「美しく暮らしやす

い農山漁村の形成」は進んでいます

か？
（４）ここ数年、「地域間の交流・連

携の促進」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,098）

図 Ⅱ-３-１８ 「持続可能な地域の形成」の進展状況について（一般国民：広域ブロック

別） 

 

ここ数年、あなたの生活において、「持続可能な地域の形成」に関してどのような変化が起

きていると感じますか？ 
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病院や福祉施設に行きやすくなった

公共交通を利用することが多くなった

建て替えや改修を行っている住宅が増

えた
道路の渋滞や鉄道の混雑が少なくなっ

た

新たに立地する企業が増えた

地域に就職する若者が増えた

農山漁村が暮らしやすくなった

都市部と農山漁村を行き来する回数が

増えた
普段の生活でより遠くの地域まで行く

ようになった

他の地域から移ってくる人が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103） 東北圏
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公共交通を利用することが多くなった

建て替えや改修を行っている住宅が増

えた
道路の渋滞や鉄道の混雑が少なくなっ

た

新たに立地する企業が増えた

地域に就職する若者が増えた

農山漁村が暮らしやすくなった

都市部と農山漁村を行き来する回数が

増えた
普段の生活でより遠くの地域まで行く

ようになった

他の地域から移ってくる人が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,097）
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公共交通を利用することが多くなった

建て替えや改修を行っている住宅が増

えた
道路の渋滞や鉄道の混雑が少なくなっ

た

新たに立地する企業が増えた

地域に就職する若者が増えた

農山漁村が暮らしやすくなった

都市部と農山漁村を行き来する回数が

増えた
普段の生活でより遠くの地域まで行く

ようになった

他の地域から移ってくる人が増えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,100） 北陸圏
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図 Ⅱ-３-１９ 「持続可能な地域の形成」に関する変化の実感について（一般国民：広域

ブロック別） 
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戦略的目標３ 災害に強いしなやかな国土の形成 

＜モニタリング結果のまとめ＞ 

 全国の集計値は、一般国民、ＮＰＯ、専門家、企業のいずれにおいても、（１）減災の観

点も重視した災害対策の推進、（２）災害に強い国土構造への再構築、いずれにおいても進

展していると認識されているとは言えず、災害に強いしなやかな国土の形成については進展

していると認識されているとは言えない。ただし、地方自治体においては、（１）減災の観

点も重視した災害対策の推進については進展していると認識されていると言え、災害に強い

しなやかな国土の形成については進展していると認識されていると言える。 

 広域ブロック別では、いずれの広域ブロックにおいても、（１）減災の観点も重視した災

害対策の推進、（２）災害に強い国土構造への再構築、いずれにおいても進展していると認

識されているとは言えず、災害に強いしなやかな国土の形成については進展していると認識

されているとは言えない。 
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＜全国の動向＞ 

(１) 減災の観点も重視した災害対策の推進 

 「減災の観点も重視した災害対策の推進」は進んでいるという回答（「かなり進んでいる」

「少し進んでいる」の合計）は、地方自治体で57.9％と半数を超しており、地方自治体では

進展していると認識されていると言える。（図 Ⅱ-３-２０） 

 これに関連する変化についての実感については、「地域の防災施設が整備された」、「災害

を予防するための情報（ハザードマップなど）が多くなった」及び「災害発生時に、被災状

況や避難の情報を得やすくなった」という回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）

は地方自治体でそれぞれ51.9％、75.4％、56.8％と半数を超しており、それらの変化につい

ては実感が高いと言える。また、「災害を予防するための情報（ハザードマップなど）が多

くなった」及び「災害発生時に、被災状況や避難の情報を得やすくなった」という回答（「大

変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、専門家でそれぞれ74.8％、54.1％、企業でそれ

ぞれ66.1％、58.9％と半数を超しており、専門家、企業ではそれらの変化については実感が

高いと言える。「災害を予防するための情報（ハザードマップなど）が多くなった」という

回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、ＮＰＯで57.2％と半数を超しており、

ＮＰＯではそれらの変化については実感が高いと言える。（図 Ⅱ-３-２１） 

 

「災害に強いしなやかな国土の形成」の進展に関して２点伺います。それぞれの点について、

あなたが暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（１）ここ数年、「減災の観点も重視した災害対策の推進」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「減災の観点も重視した災害対策の推
進」は進んでいますか？
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図 Ⅱ-３-２０ 「減災の観点も重視した災害対策の推進」の進展状況について 

 



 79

 

ここ数年、あなたの生活において、「災害に強いしなやかな国土の形成」に関してどのよう

な変化が起きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 
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図 Ⅱ-３-２１ 「減災の観点も重視した災害対策の推進」に関する変化の実感について 
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(２) 災害に強い国土構造への再構築 

 「災害に強い国土構造への再構築」は進んでいるという回答（「かなり進んでいる」「少し

進んでいる」の合計）は、最も多い地方自治体、企業でも40.6％と半数に達しておらず、 一

般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業の全てにおいて進展していると認識されている

とは言えない。（図 Ⅱ-３-２２） 

 これに関連する変化についての実感については、「密集した市街地が解消され、火災の被

害などが拡大しにくくなった」という回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、

一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業のいずれにおいても一割程度以下であり、そ

の変化については実感が特に低いと言える。（図 Ⅱ-３-２３） 

 

 「災害に強いしなやかな国土の形成」の進展に関して２点伺います。それぞれの点につい

て、あなたが暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（２）ここ数年、「災害に強い国土構造への再構築」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「災害に強い国土構造への再構築」は進
んでいますか？
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図 Ⅱ-３-２２ 「災害に強い国土構造への再構築」の進展状況について 
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ここ数年、あなたの生活において、「災害に強いしなやかな国土の形成」に関してどのよう

な変化が起きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 
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図 Ⅱ-３-２３ 「災害に強い国土構造への再構築」に関する変化の実感について 
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＜広域ブロック別の動向＞ 

 一般国民の回答について広域ブロック別に見ると、「災害に強いしなやかな国土の形成」

に関しては、いずれの広域ブロックにおいても、「減災の観点も重視した災害対策の推進」

が進んでいるという回答（「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の合計）の方が多かった

が、その割合は半数に達しておらず、進展していると認識されているとは言えない。一方、

いずれの広域ブロックにおいても、「災害に強い国土構造への再構築」が進んでいるという

回答（「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の合計）の方が少なかった。（図 Ⅱ-３-２４） 

 これに関連する変化についての実感については、一般国民の回答について広域ブロック別

に見ると、中部圏では、「災害を予防するための情報（ハザードマップなど）が多くなった」

という回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が51.6％と半数を超しており、その

変化については実感が高いと言える。（図 Ⅱ-３-２５） 

 

「災害に強いしなやかな国土の形成」の進展に関して２点伺います。それぞれの点について、

あなたが暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 
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（N=1,097）

首都圏

2.3 29.6

25.6

63.5

66.5

3.4

4.81.5 1.5

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「減災の観点も重視

した災害対策の推進」は進んでいます

か？
（２)ここ数年、「災害に強い国土構

造への再構築」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,100）

 

北陸圏

1.8 28.9

24.3

62.9

67.0

4.6

5.41.2
2.1

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「減災の観点も重視

した災害対策の推進」は進んでいます

か？

（２)ここ数年、「災害に強い国土構

造への再構築」は進んでいますか？
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かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない
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図 Ⅱ-３-２４ 「災害に強いしなやかな国土の形成」の進展状況について（一般国民：広

域ブロック別） 

 

ここ数年、あなたの生活において、「災害に強いしなやかな国土の形成」に関してどのよう
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を得やすくなった

災害時の救助・医療体制が整備された

密集した市街地が解消され、火災の被

害などが拡大しにくくなった

洪水氾濫による被害が少なくなった

災害時の緊急輸送ルートや連絡手段が

確保された

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103）

九州圏
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が高まった

地域の防災施設が整備された

災害を予防するための情報（ハザード

マップなど）が多くなった
災害発生時に、被災状況や避難の情報

を得やすくなった

災害時の救助・医療体制が整備された

密集した市街地が解消され、火災の被

害などが拡大しにくくなった

洪水氾濫による被害が少なくなった

災害時の緊急輸送ルートや連絡手段が

確保された

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,099） 沖縄県
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が高まった

地域の防災施設が整備された

災害を予防するための情報（ハザード

マップなど）が多くなった
災害発生時に、被災状況や避難の情報

を得やすくなった

災害時の救助・医療体制が整備された

密集した市街地が解消され、火災の被

害などが拡大しにくくなった

洪水氾濫による被害が少なくなった

災害時の緊急輸送ルートや連絡手段が

確保された

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,098）

 

図 Ⅱ-３-２５ 「災害に強いしなやかな国土の形成」に関する変化の実感について（一般

国民：広域ブロック別） 
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戦略的目標４ 美しい国土の管理と継承 

＜モニタリング結果のまとめ＞ 

 全国の集計値は、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業のいずれにおいても、（１）

循環と共生を重視した国土の形成、（２）流域圏における国土利用と水循環系の管理、（３）

海域の適正な利用と保全、（４）地域文化の継承と国土の国民的経営、いずれにおいても進

展していると認識されているとは言えず、美しい国土の管理と継承については進展している

と認識されているとは言えない。 

 広域ブロック別では、いずれの広域ブロックにおいても、（１）循環と共生を重視した国

土の形成、（２）流域圏における国土利用と水循環系の管理、（３）海域の適正な利用と保全、

（４）地域文化の継承と国土の国民的経営、いずれにおいても進展していると認識されてい

るとは言えず、美しい国土の管理と継承については進展していると認識されているとは言え

ない。 
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＜全国の動向＞ 

(１) 循環と共生を重視した国土の形成 

 「循環と共生を重視した国土の形成」は進んでいるという回答（「かなり進んでいる」「少

し進んでいる」の合計）は、最も多い企業でも45.3％と半数に達しておらず、一般国民、地

方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業の全てにおいて進展していると認識されているとは言えな

い。（図 Ⅱ-３-２６） 

 これに関連する変化についての実感については、「自動車利用を控える、省エネを心がけ

るなど、地球温暖化を意識するようになった」、「３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リユース

（再使用）、リサイクル（再生利用））に取り組むようになった」及び「自然環境を保護する

意識が高くなった」という回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、一般国民、

地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業のいずれにおいても半数を超しており、それらの変化に

ついては実感が高いと言える。（図 Ⅱ-３-２７） 

 

「美しい国土の管理と継承」の進展に関して４点伺います。それぞれの点について、あなた

が暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（１）ここ数年、「循環と共生を重視した国土の形成」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「循環と共生を重視した国土の形成」は
進んでいますか？

1.2

2.3

1.0

27.1

41.8

38.1

40.1

44.3

65.2

54.2

56.7

49.9

51.6

4.4

3.3

1.0

4.2

0.5

1.5

2.1 1.0

3.3

2.6

0.1

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-２６ 「循環と共生を重視した国土の形成」の進展状況について 
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ここ数年、あなたの生活において、「美しい国土の管理と継承」に関してどのような変化が

起きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 
自動車利用を控える、省エネを心がけるなど、地球

温暖化を意識するようになった
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大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リユース（再使
用）、リサイクル（再生利用））に取り組むように

なった
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自然環境を保護する意識が高くなった
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森林や緑地など緑に触れる機会が多くなった
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図 Ⅱ-３-２７ 「循環と共生を重視した国土の形成」に関する変化の実感について 
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(２) 流域圏における国土利用と水循環系の管理 

 「流域圏における国土利用と水循環系の管理」は進んでいるという回答（「かなり進んで

いる」「少し進んでいる」の合計）は、最も多い企業でも34.4％と半数に達しておらず、一

般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業の全てにおいて進展していると認識されている

とは言えない。（図 Ⅱ-３-２８） 

 これに関連する変化についての実感については、「河川の水がきれいになった」という回

答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、専門家、企業で、それぞれ55.2％、52.6％

と半数を超しており、その変化については実感が高いと言える。（図 Ⅱ-３-２９） 

 

「美しい国土の管理と継承」の進展に関して４点伺います。それぞれの点について、あなた

が暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（２）ここ数年、「流域圏における国土利用と水循環系の管理」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「流域圏における国土利用と水循環系の
管理」は進んでいますか？
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専門家（N=429）

企業（N=192）

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-２８ 「流域圏における国土利用と水循環系の管理」の進展状況について 
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ここ数年、あなたの生活において、「美しい国土の管理と継承」に関してどのような

変化が起きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、

ＮＰＯには活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化

と各主体により質問文を変更している。） 
河川の水がきれいになった
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図 Ⅱ-３-２９ 「流域圏における国土利用と水循環系の管理」に関する変化の実感

について 
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(３) 海域の適正な利用と保全 

 「海域の適正な利用と保全」は進んでいるという回答（「かなり進んでいる」「少し進んで

いる」の合計）は、最も多いＮＰＯでも17.5％と半数に達しておらず、一般国民、地方自治

体、ＮＰＯ、専門家、企業の全てにおいて進展していると認識されているとは言えない。（図 

Ⅱ-３-３０） 

 

「美しい国土の管理と継承」の進展に関して４点伺います。それぞれの点について、あなた

が暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（３）ここ数年、「海域の適正な利用と保全」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「海域の適正な利用と保全」は進んでい
ますか？
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かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-３０ 「海域の適正な利用と保全」の進展状況について 
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(４) 地域文化の継承と国土の国民的経営 

 「地域文化の継承と国土の国民的経営」は進んでいるという回答（「かなり進んでいる」

「少し進んでいる」の合計）は、最も多い地方自治体でも29.6％と半数に達しておらず、一

般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業の全てにおいて進展していると認識されている

とは言えない。（図 Ⅱ-３-３１） 

 これに関連する今後進展を期待する取り組みについては、「市民参加型の森林や緑地の保

全活動（植林、下草刈りなど）」、「市民参加型の河川や海浜、藻場の保全活動（清掃活動、

ビオトープの管理など）」及び「市民参加型の都市内低未利用地の管理活動（空き地の清掃、

空き店舗の利活用など）」とする回答は、地方自治体でそれぞれ63.0％、52.2％、60.7％、

専門家でそれぞれ61.3％、57.3％、58.3％と多かった。（図 Ⅱ-３-３３） 

 

「美しい国土の管理と継承」の進展に関して４点伺います。それぞれの点について、あなた

が暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（４）ここ数年、「地域文化の継承と国土の国民的経営」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「地域文化の継承と国土の国民的経営」
は進んでいますか？
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かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-３１ 「地域文化の継承と国土の国民的経営」の進展状況について 
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ここ数年、あなたの生活において、「美しい国土の管理と継承」に関してどのような変化が

起きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 

伝統芸能、伝統工芸など地域の文化に触れる機会が
多くなった
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図 Ⅱ-３-３２ 「地域文化の継承と国土の国民的経営」に関する変化の実感について 
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「国土の国民的経営」として、あなたが今後参加（実施）してみたいと思う取り組みはあり

ますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体において今後期待する

取り組み、ＮＰＯには団体が今後参加（実施）してみたい取り組み、専門家には日本の各地

域において今後期待する取り組み、企業には会社が参加（実施）してみたい取り組みと各主

体により質問文を変更している。） 

 

市民参加型の森林や緑地の保全活動（植林、下草刈
りなど）

63.0

28.4

33.3

61.3

18.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

市民参加型の河川や海浜、藻場の保全活動（清掃活
動、ビオトープの管理など）

52.2

25.3

17.4

57.3

28.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

市民参加型の都市内低未利用地の管理活動（空き地
の清掃、空き店舗の利活用など）

60.7

36.1

13.0

58.3

14.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

 

図 Ⅱ-３-３３ 「国土の国民的経営」として今後参加（実施）してみたいと思う取り組み

について 
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＜広域ブロック別の動向＞ 

 一般国民の回答について広域ブロック別に見ると、「美しい国土の管理と継承」に関して

は、北海道、東北圏、首都圏、北陸圏、中部圏、近畿圏、中国圏、四国圏、沖縄県では、「循

環と共生を重視した国土の形成」、九州圏では、「流域圏における国土利用と水循環系の管理」

が進んでいるという回答（「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の合計）は最も多かった

が、その割合はいずれも半数に達しておらず、進展していると認識されているとは言えない。

一方、いずれの広域ブロックにおいても、「海域の適正な利用と保全」が進んでいるという

回答（「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の合計）は最も少なかった。（図 Ⅱ-３-３４） 

 これに関連する変化についての実感については、一般国民の回答について広域ブロック別

に見ると、北海道では、「自動車利用を控える、省エネを心がけるなど、地球温暖化を意識

するようになった」、「３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再

生利用））に取り組むようになった」及び「自然環境を保護する意識が高くなった」という

環境に関する３項目の回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が、それぞれ51.3％、

61.8％、55.1％と半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。東北圏

では、北海道と同じ環境に関する３項目の回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）

が、それぞれ56.0％、69.0％、63.4％と半数を超しており、それらの変化については実感が

高いと言える。首都圏では、北海道と同じ環境に関する３項目の回答（「大変そう思う」「少

しそう思う」の合計）が、それぞれ65.5％、69.3％、67.5％と半数を超しており、それらの

変化については実感が高いと言える。北陸圏では、北海道と同じ環境に関する３項目の回答

（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が、それぞれ51.5％、60.3％、57.0％と半数を

超しており、それらの変化については実感が高いと言える。中部圏では、北海道と同じ環境

に関する３項目の回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が、それぞれ54.6％、67.6％、

61.7％と半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。近畿圏では、北

海道と同じ環境に関する３項目の回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が、それ

ぞれ56.8％、64.8％、62.5％と半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言

える。中国圏では、北海道と同じ環境に関する３項目の回答（「大変そう思う」「少しそう思

う」の合計）が、それぞれ54.6％、66.9％、61.7％と半数を超しており、それらの変化につ

いては実感が高いと言える。四国圏では、北海道と同じ環境に関する３項目の回答（「大変

そう思う」「少しそう思う」の合計）が、それぞれ50.7％、58.7％、57.2％と半数を超して

おり、それらの変化については実感が高いと言える。九州圏では、北海道と同じ環境に関す

る３項目の回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が、それぞれ54.5％、64.1％、

59.8％と半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言える。沖縄県では、北

海道と同じ環境に関する３項目の回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）が、それ

ぞれ54.3％、58.3％、57.5％と半数を超しており、それらの変化については実感が高いと言

える。（図 Ⅱ-３-３５） 
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「美しい国土の管理と継承」の進展に関して４点伺います。それぞれの点について、あなた

が暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

北海道

20.8

16.9

12.0

12.9

71.8

76.6

79.4

76.0

0.1

0.7

0.8

0.6
8.2

4.3

4.2

6.8

2.4

1.6

1.7

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「循環と共生を重視

した国土の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「流域圏における国

土利用と水循環系の管理」は進んでい

ますか？

（３）ここ数年、「海域の適正な利用

と保全」は進んでいますか？

（４）ここ数年、「地域文化の継承と

国土の国民的経営」は進んでいます

か？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

 

東北圏

1.3 30.0

25.7

13.6

21.9

62.2

66.9

77.4

66.4
1.4

1.1

1.4

7.7

6.1

4.2

4.1

2.7

1.8

1.8

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「循環と共生を重視

した国土の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「流域圏における国

土利用と水循環系の管理」は進んでい

ますか？

（３）ここ数年、「海域の適正な利用

と保全」は進んでいますか？

（４）ここ数年、「地域文化の継承と

国土の国民的経営」は進んでいます

か？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,097）

首都圏

1.2 28.6

26.2

14.3

20.8

64.5

66.5

77.2

69.31.1

2.1

1.1

6.5

5.5

3.6

3.8

2.4

2.0

1.5

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「循環と共生を重視

した国土の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「流域圏における国

土利用と水循環系の管理」は進んでい

ますか？

（３）ここ数年、「海域の適正な利用

と保全」は進んでいますか？

（４）ここ数年、「地域文化の継承と

国土の国民的経営」は進んでいます

か？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,100）

 

北陸圏

26.4

21.3

13.8

18.5

66.5

71.1

78.0

72.1
0.5

0.5

0.7

0.3

6.2

6.1

5.4

4.8

2.7

1.9

1.5

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「循環と共生を重視

した国土の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「流域圏における国

土利用と水循環系の管理」は進んでい

ますか？

（３）ここ数年、「海域の適正な利用

と保全」は進んでいますか？

（４）ここ数年、「地域文化の継承と

国土の国民的経営」は進んでいます

か？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

中部圏

26.8

22.5

13.8

19.2

64.9

70.5

77.5

70.9

1.6

1.2

1.3

0.6

6.6

5.9

3.8

4.4

2.0

2.2

1.9

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「循環と共生を重視

した国土の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「流域圏における国

土利用と水循環系の管理」は進んでい

ますか？

（３）ここ数年、「海域の適正な利用

と保全」は進んでいますか？

（４）ここ数年、「地域文化の継承と

国土の国民的経営」は進んでいます

か？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,098）

 

近畿圏

0.9 26.6

25.1

13.2

17.3

65.0

67.7

77.3

71.9
1.2

1.0

0.5

7.3

5.5

4.1

4.8

2.4

3.5

2.1

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「循環と共生を重視

した国土の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「流域圏における国

土利用と水循環系の管理」は進んでい

ますか？

（３）ここ数年、「海域の適正な利用

と保全」は進んでいますか？

（４）ここ数年、「地域文化の継承と

国土の国民的経営」は進んでいます

か？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,099）

中国圏

1.1 26.3

23.8

15.0

17.0

64.6

67.6

74.6

71.7
0.7

1.1

1.2

6.6

6.1

3.9

4.0

3.9

3.3

3.5

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「循環と共生を重視

した国土の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「流域圏における国

土利用と水循環系の管理」は進んでい

ますか？

（３）ここ数年、「海域の適正な利用

と保全」は進んでいますか？

（４）ここ数年、「地域文化の継承と

国土の国民的経営」は進んでいます

か？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

 

四国圏

23.5

17.6

12.6

16.0

67.8

72.9

78.5

74.1
1.1

0.9

0.5

1.4

5.9

5.8

5.2

5.4

2.9

2.5

3.0

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「循環と共生を重視

した国土の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「流域圏における国

土利用と水循環系の管理」は進んでい

ますか？

（３）ここ数年、「海域の適正な利用

と保全」は進んでいますか？

（４）ここ数年、「地域文化の継承と

国土の国民的経営」は進んでいます

か？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）
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九州圏

25.3

24.8

14.8

17.0

67.2

67.2

74.7

72.1
0.8

1.3

1.8

0.8

7.4

6.8

4.4

3.9

2.7

2.8

1.8

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「循環と共生を重視

した国土の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「流域圏における国

土利用と水循環系の管理」は進んでい

ますか？

（３）ここ数年、「海域の適正な利用

と保全」は進んでいますか？

（４）ここ数年、「地域文化の継承と

国土の国民的経営」は進んでいます

か？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,099）

      

沖縄県

22.9

19.2

12.9

17.7

69.9

72.9

74.8

72.80.8

0.8

0.8

0.5

6.1

7.6

4.7

4.1

2.6

4.2

2.4

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「循環と共生を重視

した国土の形成」は進んでいますか？

（２)ここ数年、「流域圏における国

土利用と水循環系の管理」は進んでい

ますか？

（３）ここ数年、「海域の適正な利用

と保全」は進んでいますか？

（４）ここ数年、「地域文化の継承と

国土の国民的経営」は進んでいます

か？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,098）

図 Ⅱ-３-３４ 「美しい国土の管理と継承」の進展状況について（一般国民：広域ブロッ

ク別） 
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ここ数年、あなたの生活において、「美しい国土の管理と継承」に関してどのような変化が

起きていると感じますか？ 

北海道

41.8

49.5

45.8

22.8

20.8

20.9

12.6

25.5

25.7

30.6

44.2

50.7

56.7

47.1

13.9

6.8

8.3

18.5

16.8

11.2

22.7

9.4

16.8

3.1

9.5

12.3

9.3

4.0

0.9

2.4

11.5

6.0

5.7

9.3

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車利用を控える、省エネを心がけ

るなど、地球温暖化を意識するように

なった
３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リ

ユース（再使用）、リサイクル（再生

利用））に取り組むようになった

自然環境を保護する意識が高くなった

森林や緑地など緑に触れる機会が多く

なった

河川の水がきれいになった

水不足がなくなった

伝統芸能、伝統工芸など地域の文化に

触れる機会が多くなった

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103） 東北圏

44.7

53.4

51.6

24.4

26.8

27.4

21.3

22.0

21.5

27.2

44.9

43.8

50.0

46.1

12.7

4.8

5.5

16.4

16.6

10.6

18.0

7.8

10.8

4.9

3.7

6.9

11.8

15.6

11.3

5.1

5.0

9.4

4.6

4.0

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車利用を控える、省エネを心がけ

るなど、地球温暖化を意識するように

なった
３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リ

ユース（再使用）、リサイクル（再生

利用））に取り組むようになった

自然環境を保護する意識が高くなった

森林や緑地など緑に触れる機会が多く

なった

河川の水がきれいになった

水不足がなくなった

伝統芸能、伝統工芸など地域の文化に

触れる機会が多くなった

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,097）

首都圏

49.5

52.5

51.6

25.6

34.6

37.1

21.3

21.5

21.7

23.9

42.5

38.7

41.0

45.2

7.8

6.2

5.5

16.6

12.7

9.3

18.9

6.7

11.2

5.6

15.9

16.8

15.8

7.6

3.5

7.2

9.5

3.1

2.8

5.3

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車利用を控える、省エネを心がけ

るなど、地球温暖化を意識するように

なった
３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リ

ユース（再使用）、リサイクル（再生

利用））に取り組むようになった

自然環境を保護する意識が高くなった

森林や緑地など緑に触れる機会が多く

なった

河川の水がきれいになった

水不足がなくなった

伝統芸能、伝統工芸など地域の文化に

触れる機会が多くなった

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,100） 北陸圏

42.3

49.2

46.7

17.4

21.1

24.2

19.0

26.0

26.7

30.7

51.6

49.7

55.3

50.0

13.7

7.3

7.3

17.1

16.4

10.3

15.4

9.8

12.1

4.1

9.2

11.1

10.3

4.4

3.4

3.0

9.8

4.9

5.6

8.8

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車利用を控える、省エネを心がけ

るなど、地球温暖化を意識するように

なった
３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リ

ユース（再使用）、リサイクル（再生

利用））に取り組むようになった

自然環境を保護する意識が高くなった

森林や緑地など緑に触れる機会が多く

なった

河川の水がきれいになった

水不足がなくなった

伝統芸能、伝統工芸など地域の文化に

触れる機会が多くなった

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103）

中部圏
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車利用を控える、省エネを心がけ

るなど、地球温暖化を意識するように

なった
３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リ

ユース（再使用）、リサイクル（再生

利用））に取り組むようになった

自然環境を保護する意識が高くなった

森林や緑地など緑に触れる機会が多く

なった

河川の水がきれいになった

水不足がなくなった

伝統芸能、伝統工芸など地域の文化に

触れる機会が多くなった

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,098） 近畿圏
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車利用を控える、省エネを心がけ

るなど、地球温暖化を意識するように

なった
３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リ

ユース（再使用）、リサイクル（再生

利用））に取り組むようになった

自然環境を保護する意識が高くなった

森林や緑地など緑に触れる機会が多く

なった

河川の水がきれいになった

水不足がなくなった

伝統芸能、伝統工芸など地域の文化に

触れる機会が多くなった

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,099）
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中国圏
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車利用を控える、省エネを心がけ

るなど、地球温暖化を意識するように

なった
３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リ

ユース（再使用）、リサイクル（再生

利用））に取り組むようになった

自然環境を保護する意識が高くなった

森林や緑地など緑に触れる機会が多く

なった

河川の水がきれいになった

水不足がなくなった

伝統芸能、伝統工芸など地域の文化に

触れる機会が多くなった

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103） 四国圏
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自動車利用を控える、省エネを心がけ

るなど、地球温暖化を意識するように

なった
３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リ

ユース（再使用）、リサイクル（再生

利用））に取り組むようになった

自然環境を保護する意識が高くなった

森林や緑地など緑に触れる機会が多く

なった

河川の水がきれいになった

水不足がなくなった

伝統芸能、伝統工芸など地域の文化に

触れる機会が多くなった

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103）

九州圏
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車利用を控える、省エネを心がけ

るなど、地球温暖化を意識するように

なった
３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リ

ユース（再使用）、リサイクル（再生

利用））に取り組むようになった

自然環境を保護する意識が高くなった

森林や緑地など緑に触れる機会が多く

なった

河川の水がきれいになった

水不足がなくなった

伝統芸能、伝統工芸など地域の文化に

触れる機会が多くなった

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,099） 沖縄県
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車利用を控える、省エネを心がけ

るなど、地球温暖化を意識するように

なった
３Ｒ（リデュース（発生抑制）、リ

ユース（再使用）、リサイクル（再生

利用））に取り組むようになった

自然環境を保護する意識が高くなった

森林や緑地など緑に触れる機会が多く

なった

河川の水がきれいになった

水不足がなくなった

伝統芸能、伝統工芸など地域の文化に

触れる機会が多くなった

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,098）

 

図 Ⅱ-３-３５ 「美しい国土の管理と継承」に関する変化の実感について（一般国民：広

域ブロック別） 
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戦略的目標５ 「新たな公」を基軸とする地域づくり 

＜モニタリング結果のまとめ＞ 

 全国の集計値は、一般国民、企業のいずれにおいても、（１）地域コミュニティ、ＮＰＯ、

企業などの多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参加、（２）多様な民間主体の発意・

活動による愛着と誇りを持てる地域の形成、いずれにおいても進展していると認識されてい

るとは言えず、「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識されて

いるとは言えない。一方、地方自治体、ＮＰＯ、専門家においては、（１）地域コミュニテ

ィ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参加については進展して

いると認識されていると言え、「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展してい

ると認識されていると言える。 

 広域ブロック別では、いずれの広域ブロックにおいても、（１）地域コミュニティ、ＮＰ

Ｏ、企業などの多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参加、（２）多様な民間主体の発

意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成、いずれにおいても進展していると認識され

ているとは言えず、「新たな公」を基軸とする地域づくりについては進展していると認識さ

れているとは言えない。 
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＜全国の動向＞ 

(１) 地域コミュニティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参

加 

 「地域コミュニティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参加」

は進んでいるという回答（「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の合計）は、地方自治体

で61.5％、ＮＰＯで58.2％、専門家で60.4％と半数を超しており、地方自治体、ＮＰＯ、専

門家では進展していると認識されていると言える。（図 Ⅱ-３-３６） 

 これに関連する変化についての実感については、「自治会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどに

よる地域づくりへの参加の機会が増えた」及び「主体的に地域づくりを行っている自治会、

学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどが増えた」という回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合

計）は、地方自治体でそれぞれ62.2％、59.6％、ＮＰＯでそれぞれ60.3％、65.5％、専門家

で51.7％、60.1％と半数を超しており、地方自治体、ＮＰＯ、専門家ではそれらの変化につ

いては実感が高いと言える。（図 Ⅱ-３-３７） 

 

「『新たな公』を基軸とする地域づくり」の進展に関して２点伺います。それぞれの点につ

いて、あなたが暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（１）ここ数年、「地域コミュニティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間主体の主体的な地域

づくりへの参加」は進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「地域コミュニティ、NPO、企業などの多様な民間

主体の主体的な地域づくりへの参加」は進んでいますか？
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専門家（N=429）

企業（N=192）

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した  

図 Ⅱ-３-３６ 「地域コミュニティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間主体の主体的な地域

づくりへの参加」の進展状況について 
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ここ数年、あなたの生活において、「『新たな公』を基軸とする地域づくり」に関してどのよ

うな変化が起きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 

自治会、学校（PTA）、NPOなどによる主体的な地域
づくりへの参加の機会が増えた
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専門家（N=429）

企業（N=192）

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない
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主体的に地域づくりを行っている自治会、学校
（PTA)、NPOなどが増えた
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図 Ⅱ-３-３７ 「地域コミュニティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間主体の主体的な地域

づくりへの参加」に関する変化の実感について 
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(２) 多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成 

 「多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成」は進んでいるとい

う回答（「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の合計）は、最も多い地方自治体でも43.1％

と半数に達しておらず、一般国民、地方自治体、ＮＰＯ、専門家、企業の全てにおいて進展

していると認識されているとは言えない。（図 Ⅱ-３-３８） 

 これに関連する変化についての実感については、「企業による地域貢献の活動が増えた」

という回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、企業で62.5％、「自治体などの

行政から住民による地域づくり活動への支援が増えた」「住民と行政が意見を交換する機会

が増えた」という回答（「大変そう思う」「少しそう思う」の合計）は、地方自治体でそれぞ

れ58.4％、66.6％と半数を超しており、地方自治体、企業ではそれらの変化については実感

が高いと言える。（図 Ⅱ-３-３９） 

 これに関連する今後参加してみたい、もしくは活発になることを期待する団体・活動につ

いては、「ＮＰＯ」とする回答は、地方自治体で66.2％、ＮＰＯで71.1％、専門家で62.7％

と多かった。また、「企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）」とする回答は、地方自治体で

57.3％、ＮＰＯで58.8％、専門家で59.2％、企業で59.4％と多かった。これらのことから、

ＮＰＯや企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）については、今後活発になることが期待さ

れていると言える。（図 Ⅱ-３-４０） 

 

「『新たな公』を基軸とする地域づくり」の進展に関して２点伺います。それぞれの点につ

いて、あなたが暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

（２）ここ数年、「多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成」は

進んでいますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における進展状況、Ｎ

ＰＯには活動する地域における進展状況、専門家、企業には日本の各地域における進展状況

と各主体により質問文を変更している。） 

ここ数年、「多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇り

を持てる地域の形成」は進んでいますか？
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図 Ⅱ-３-３８ 「多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成」の

進展状況について 
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ここ数年、あなたの生活において、「『新たな公』を基軸とする地域づくり」に関してどのよ

うな変化が起きていると感じますか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体における変化、ＮＰＯ

には活動する地域における変化、専門家、企業には日本の各地域における変化と各主体によ

り質問文を変更している。） 

企業による地域貢献の活動が増えた
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自治体などの行政から住民による地域づくり活動へ
の支援が増えた
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住民と行政が意見を交換する機会が増えた
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図 Ⅱ-３-３９ 「多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成」に

関する変化の実感について 

 

「新たな公」の一員として、あなたが今後参加してみたいと思う団体・活動はありますか？

（上記は一般国民の質問文であるが、地方自治体には勤務する自治体において今後活発にな

ることを期待する団体・活動、ＮＰＯには活動する地域において活発になることを期待する

団体・活動、専門家、企業には日本の各地域において活発になることを期待する団体・活動

と各主体により質問文を変更している。） 

ＮＰＯ

66.2

71.1

43.2

62.7

15.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）

57.3

58.8

59.4

59.2

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般国民（N=11,003）

地方自治体（N=736）

NPO（N=194）

専門家（N=429）

企業（N=192）

 

図 Ⅱ-３-４０ 「新たな公」として今後参加してみたい団体・活動 
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＜広域ブロック別の動向＞ 

 一般国民の回答について広域ブロック別に見ると、「『新たな公』を基軸とする地域づくり」

に関しては、いずれの広域ブロックにおいても、「地域コミュニティ、ＮＰＯ、企業などの

多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参加」が進んでいるという回答（「かなり進んで

いる」「少し進んでいる」の合計）の方が多かったが、その割合は半数に達しておらず、進

展していると認識されているとは言えない。一方、いずれの広域ブロックにおいても、「多

様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成」が進んでいるという回答

（「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の合計）の方が少なかった。（図 Ⅱ-３-４１） 

 

「『新たな公』を基軸とする地域づくり」の進展に関して２点伺います。それぞれの点につ

いて、あなたが暮らす地域における、ここ数年の進展状況をお答えください。 

北海道

19.8

14.3

71.0

75.2

4.8

6.7

1.4

0.4

3.4

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「地域コミュニ

ティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間

主体の主体的な地域づくりへの参加」

は進んでいますか？

（２)ここ数年、「多様な民間主体の

発意・活動による愛着と誇りを持てる

地域の形成」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

 

東北圏

24.5

18.3

64.4

69.7

6.1

6.9

2.1

1.5
3.5

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「地域コミュニ

ティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間

主体の主体的な地域づくりへの参加」

は進んでいますか？

（２)ここ数年、「多様な民間主体の

発意・活動による愛着と誇りを持てる

地域の形成」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,097）

首都圏

22.1

17.7

69.8

72.4

4.6

6.9

1.5

1.0
2.0

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「地域コミュニ

ティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間

主体の主体的な地域づくりへの参加」

は進んでいますか？

（２)ここ数年、「多様な民間主体の

発意・活動による愛着と誇りを持てる

地域の形成」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,100）

 

北陸圏

22.8

15.5

69.4

74.5

4.4

6.0

0.6

0.8

3.2

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「地域コミュニ

ティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間

主体の主体的な地域づくりへの参加」

は進んでいますか？

（２)ここ数年、「多様な民間主体の

発意・活動による愛着と誇りを持てる

地域の形成」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

中部圏

24.5

17.8

65.8

73.6

4.7

4.7
0.9

2.1
2.9

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「地域コミュニ

ティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間

主体の主体的な地域づくりへの参加」

は進んでいますか？

（２)ここ数年、「多様な民間主体の

発意・活動による愛着と誇りを持てる

地域の形成」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,098）

 

近畿圏

24.0

17.6

66.2

72.8

5.7

5.6

1.7

0.9
3.1

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「地域コミュニ

ティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間

主体の主体的な地域づくりへの参加」

は進んでいますか？

（２)ここ数年、「多様な民間主体の

発意・活動による愛着と誇りを持てる

地域の形成」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,099）
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中国圏

23.6

18.9

66.0

70.3

5.4

6.4

1.4

0.9
3.5

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「地域コミュニ

ティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間

主体の主体的な地域づくりへの参加」

は進んでいますか？

（２)ここ数年、「多様な民間主体の

発意・活動による愛着と誇りを持てる

地域の形成」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

 

四国圏

21.7

17.2

69.0

72.8

5.7

6.0

0.8

0.8
3.2

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「地域コミュニ

ティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間

主体の主体的な地域づくりへの参加」

は進んでいますか？

（２)ここ数年、「多様な民間主体の

発意・活動による愛着と誇りを持てる

地域の形成」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,103）

九州圏

22.7

18.3

67.2

70.3

5.3

6.6

1.7

1.1
3.6

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「地域コミュニ

ティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間

主体の主体的な地域づくりへの参加」

は進んでいますか？

（２)ここ数年、「多様な民間主体の

発意・活動による愛着と誇りを持てる

地域の形成」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,099）

      

沖縄県

20.9

18.7

73.0

74.5

2.5

3.5

1.1

0.9

2.5

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１)ここ数年、「地域コミュニ

ティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間

主体の主体的な地域づくりへの参加」

は進んでいますか？

（２)ここ数年、「多様な民間主体の

発意・活動による愛着と誇りを持てる

地域の形成」は進んでいますか？

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない

少し後退した かなり後退した

（N=1,098）

図 Ⅱ-３-４１ 「『新たな公』を基軸とする地域づくり」の進展状況について（一般国民：

広域ブロック別） 

 

ここ数年、あなたの生活において、「『新たな公』を基軸とする地域づくり」に関してどのよ

うな変化が起きていると感じますか？ 
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0.5
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19.3

21.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなど

による地域づくりへの参加の機会が増

えた
主体的に地域づくりを行っている自治

会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどが増

えた

企業による地域貢献の活動が増えた

自治体などの行政から住民による地域

づくり活動への支援が増えた

住民と行政が意見を交換する機会が増

えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103） 東北圏
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自治会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなど

による地域づくりへの参加の機会が増

えた
主体的に地域づくりを行っている自治

会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどが増

えた

企業による地域貢献の活動が増えた

自治体などの行政から住民による地域

づくり活動への支援が増えた

住民と行政が意見を交換する機会が増

えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,097）
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2.5

2.9

3.6

1.2

15.8
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18.0

22.5
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自治会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなど

による地域づくりへの参加の機会が増

えた
主体的に地域づくりを行っている自治

会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどが増

えた

企業による地域貢献の活動が増えた

自治体などの行政から住民による地域

づくり活動への支援が増えた

住民と行政が意見を交換する機会が増

えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,100） 北陸圏
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自治会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなど

による地域づくりへの参加の機会が増

えた
主体的に地域づくりを行っている自治

会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどが増

えた

企業による地域貢献の活動が増えた

自治体などの行政から住民による地域

づくり活動への支援が増えた

住民と行政が意見を交換する機会が増

えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103）
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自治会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなど

による地域づくりへの参加の機会が増

えた
主体的に地域づくりを行っている自治

会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどが増

えた

企業による地域貢献の活動が増えた

自治体などの行政から住民による地域

づくり活動への支援が増えた

住民と行政が意見を交換する機会が増

えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,098） 近畿圏
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自治会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなど

による地域づくりへの参加の機会が増

えた
主体的に地域づくりを行っている自治

会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどが増

えた

企業による地域貢献の活動が増えた

自治体などの行政から住民による地域

づくり活動への支援が増えた

住民と行政が意見を交換する機会が増

えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,099）
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主体的に地域づくりを行っている自治

会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどが増

えた

企業による地域貢献の活動が増えた

自治体などの行政から住民による地域

づくり活動への支援が増えた

住民と行政が意見を交換する機会が増

えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103） 四国圏
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主体的に地域づくりを行っている自治

会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどが増

えた

企業による地域貢献の活動が増えた

自治体などの行政から住民による地域

づくり活動への支援が増えた

住民と行政が意見を交換する機会が増

えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,103）
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主体的に地域づくりを行っている自治

会、学校（ＰＴＡ）、ＮＰＯなどが増

えた

企業による地域貢献の活動が増えた

自治体などの行政から住民による地域

づくり活動への支援が増えた

住民と行政が意見を交換する機会が増

えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない
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づくり活動への支援が増えた
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えた

大変そう思う 少しそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない まったくそう思わない

（N=1,098）

 
図 Ⅱ-３-４２ 「『新たな公』を基軸とする地域づくり」に関する変化の実感について（一

般国民：広域ブロック別） 
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III. 分野別施策の実行度のモニタリング 

モニタリング結果のまとめ 

 防災に関する基本的な施策に関しては、政策評価指標の動向からは、進展が見られると言

える。 

 また、地域の整備に関する基本的な施策、産業に関する基本的な施策、文化及び観光に関

する基本的な施策、交通・情報通信体系に関する基本的な施策、国土資源及び海域の利用と

保全に関する基本的な施策、環境保全及び景観形成に関する基本的な施策、「新たな公」に

よる地域づくりの実現に向けた基本的な施策に関しては、政策評価指標の動向からは、概ね

進展が見られると言える。 

 

第１章 地域の整備に関する基本的な施策 

 住生活の質の向上及び暮らしの安全・安心の確保に関しては、良好な居住環境の形成につ

いて、「地震時に滑動崩落による重大な被害の可能性のある大規模盛土造成地が存在する地

方公共団体のうち、宅地ハザードマップを作成・公表し、住民に対して情報提供を実施した

地方公共団体の割合」、「道路交通における死傷事故率」、「景観計画に基づき取組を進める地

域の数」及び「都市域における水と緑の公的空間確保量」は、平成20年度の実績値に進展が

見られる等、政策評価指標の動向からは、概ね進展が見られる。 

 暮らしやすく活力ある都市圏の形成に関しては、複数市町村の連携・相互補完による都市

機能の維持増進について、「地域の発意により地域活性化のために策定された計画の件数（地

域再生計画、都市再生整備計画及び中心市街地活性化基本計画）」、「合併後の市町村数」、「主

要な拠点地域への都市機能集積率」及び「地域の関係者による地域公共交通に関する総合的

な計画の策定件数」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、政策評価指標の動向から

は、進展が見られる。 

 美しく暮らしやすい農山漁村の形成に関しては、都市と農山漁村の共生・対流について、

「グリーン・ツーリズム施設年間延べ宿泊者数」、「森林ボランティア活動件数」、「（参考デ

ータ）森林づくり活動支援組織（森づくりコミッション）数」及び「（参考データ）森林ボ

ランティア・ネットワークへの参加団体数」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、

政策評価指標の動向からは、概ね進展が見られる。 

 地域間の交流・連携と地域への人の誘致・移動の促進に関しては、地域間の交流・連携の

促進について、「テレワーク人口比率」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、政策

評価指標の動向からは、進展が見られる。 

 地理的、自然的、社会的条件の厳しい地域への対応に関しては、山村地域について、「全

国の振興山村地域の交流人口が住民数以上かつ前年度の交流人口増加率を維持・向上してい

る市町村の割合」は、減少傾向にある等、政策評価指標の動向からは、進展が見られる施策

が少なく、今後の進展が求められる。 

 以上のことから、地域の整備に関する基本的な施策に関しては、政策評価指標の動向から

は、概ね進展が見られると言える。 
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第２章 産業に関する基本的な施策 

 イノベーションを支える科学技術の充実に関しては、科学技術を支える基盤の強化につい

て、「グローバルＣＯＥプログラム選定件数」、「国立大学法人等の教育研究基盤の整備面積」

及び「科学技術振興調整費採択件数」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、政策評

価指標の動向からは、進展が見られる。 

 地域を支える活力ある産業・雇用の創出に関しては、サービス産業の活性化について、「「ハ

イ・サービス日本300選」の選出数」及び「サービス分野の構造統計の対象業種数」は、平

成20年度の実績値に進展が見られる等、政策評価指標の動向からは、概ね進展が見られる。 

 食料等の安定供給と農林水産業の展開に関しては、食料の安定供給について、「国産農産

物等を汚染するおそれのある特定の危害要因について、科学的評価に基づき設定された摂取

許容量を超えないレベルに抑制する」、「食品表示の遵守状況の確実な改善：10年後に適正表

示率を85％にするために５年（平成20年）で不適正表示率（現状値15年度：25.3％）を２割

程度削減する」、「「食事バランスガイド」を参考に食生活を送っている人の割合の向上」、「我

が国の食料安全保障の確保にも資する協力の推進（相手国の関係者を対象にしたアンケート

調査）」及び「消費者への安定供給の確保に資する備蓄運営」は、平成20年度の実績値に進

展が見られる等、政策評価指標の動向からは、概ね進展が見られる。 

 以上のことから、産業に関する基本的な施策に関しては、政策評価指標の動向からは、概

ね進展が見られると言える。 

 

第３章 文化及び観光に関する基本的な施策 

 文化が育む豊かで活力ある地域社会に関しては、個性豊かな地域文化の保存、継承、創造、

活用等について、「指定等文化財のうち近代の分野の割合」、「景観法に基づく景観重要建造

物及び景観重要樹木の指定件数」、「歴史的風致の維持及び向上に取り組む市区町村の数」、

「史跡等の公有地化の割合」及び「市町村等の関係者によって計画が作成され様々な主体に

よる教育ファームの取組がなされている市町村の割合の増加」は、平成20年度の実績値に進

展が見られる等、政策評価指標の動向からは、概ね進展が見られる。 

 観光振興による地域の活性化に関しては、国際競争力のある魅力的な観光地づくりについ

て、「歴史的風致の維持及び向上に取り組む市区町村の数」は、平成20年度の実績値に進展

が見られる一方、「国際拠点空港と都心部との間の円滑な鉄道アクセスの実現（都心部との

間の鉄道アクセス所要時間が30分台以内である三大都市圏の国際空港の数）」及び「国際航

空ネットワークの強化割合」は、平成20年度において対前年度比で横ばいである等、政策評

価指標の動向からは、進展が見られる施策が少なく、今後の進展が求められる。 

 以上のことから、文化及び観光に関する基本的な施策に関しては、政策評価指標の動向か

らは、概ね進展が見られると言える。 

 

第４章 交通・情報通信体系に関する基本的な施策 

 総合的な国際交通・情報通信体系の構築に関しては、東アジアとの直接交流の促進に向け

た施策について、「各地域における国際物流の効率化に関する指標（国際物流のボトルネッ
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クを解消するための行動計画数）」、「船舶航行のボトルネック解消率」、「（参考）バーゼル法

輸出承認件数」、「ＩＰｖ６の普及促進の実施状況（我が国へのＩＰｖ６アドレス割り振り

数）」、「電子署名及び認証業務の普及状況」及び「国際協力・連携等の推進に寄与したプロ

ジェクトの件数」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、政策評価指標の動向からは、

概ね進展が見られる。 

 地域間の交流・連携を促進する国土幹線交通体系の構築に関しては、国内航空輸送網の形

成について、「国内航空ネットワークの強化割合（大都市圏拠点空港の空港容量の増加）」、

「国際拠点空港と都心部との間の円滑な鉄道アクセスの実現（都心部との間の鉄道アクセス

所要時間が30分台以内である三大都市圏の国際空港の数）」及び「地震時に緊急物資輸送な

ど防災拠点としての機能を有する空港から一定範囲に居住する人口の割合」は、平成20年度

の実績値は横ばいであった等、政策評価指標の動向からは、進展が見られる施策が少なく、

今後の進展が求められる。 

 地域交通・情報通信体系の構築に関しては、地域の活力を支える情報通信体系の整備につ

いて、「ブロードバンドサービスエリアの世帯カバー率（推計）」、「地域公共ネットワーク整

備に対する支援の実施状況」、「地上デジタルテレビジョン放送受信機の普及世帯数」、「地域

の課題解決に対するＩＣＴの寄与状況」、「国に対する申請・届出等手続きにおけるオンライ

ン利用率」及び「電子国土Ｗｅｂシステムを利用する団体の数」は、平成20年度の実績値に

進展が見られる等、政策評価指標の動向からは、進展が見られる。 

 以上のことから、交通・情報通信体系に関する基本的な施策に関しては、政策評価指標の

動向からは、概ね進展が見られると言える。 

 

第５章 防災に関する基本的な施策 

 総合的な災害対策の推進に関しては、減災を目的としたソフト対策の推進について、「ハ

ザードマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村の割合（内水、洪水、土砂、津

波・高潮）」、「リアルタイム火山ハザードマップ整備率」及び「電子基準点の観測データの

欠測率」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、政策評価指標の動向からは、進展が

見られる。 

 様々な自然災害に的確に対応するための具体の施策に関しては、火山噴火対策について、

「リアルタイム火山ハザードマップ整備率」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、

政策評価指標の動向からは、進展が見られる。 

 以上のことから、防災に関する基本的な施策に関しては、政策評価指標の動向からは、進

展が見られると言える。 

 

第６章 国土資源及び海域の利用と保全に関する基本的な施策 

 流域圏に着目した国土管理に関しては、健全な水循環系の構築について、「【（ア）水土保

全機能】育成途中にある水土保全林（土壌の保持や保水機能を重視する森林）のうち機能が

良好に保たれている森林の割合を維持向上させる」、「都市域における水と緑の公的空間確保

量」、「汚水処理人口普及率」、「良好な水環境創出のための高度処理実施率」、「合流式下水道
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改善率」、「河川・湖沼・閉鎖性海域における汚濁負荷削減率（河川、閉鎖性海域）」、「下水

道処理人口普及率」、「水辺の再生の割合（河川）」、「湿地・干潟の再生の割合（河川）」、「都

市空間形成河川整備率」、「かわまちづくり整備自治体数」及び「自然体験活動拠点数」は、

平成20年度に進展が見られる等、政策評価指標の動向からは、進展が見られる。 

 安全・安心な水資源確保と利用に関しては、きれいな水、おいしい水の供給について、「生

活環境項目（ＢＯＤ／ＣＯＤ）基準達成率」及び「ダイオキシン類に係る環境基準達成率（イ．

公共用水域水質、エ．地下水質）」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、政策評価

指標の動向からは、概ね進展が見られる。 

 次世代に引き継ぐ美しい森林に関しては、国民との協働による森林づくりについて、「森

林ボランティア活動件数」及び「企業による森林づくり活動実施箇所数」は、平成20年度の

実績値に進展が見られる等、政策評価指標の動向からは、概ね進展が見られる。 

 農用地等の利用の増進に関しては、「担い手（家族農業経営及び法人経営）への農地利用

集積面積」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、政策評価指標の動向からは、進展

が見られる。 

 海域の利用と保全に関しては、海域を国の活力につなぐ取組について、「国際船舶の隻数」、

「我が国商船隊の輸送比率」、「ふくそう海域における航路を閉塞するような大規模海難の発

生数」及び「資源回復計画の着実な実施（漁獲努力量削減実施計画の早期策定）」は、平成

20年度の実績値に進展が見られる等、政策評価指標の動向からは、進展が見られる。 

 「国土の国民的経営」に向けた施策展開に関しては、多様な活動者への支援について、「森

林ボランティア活動件数」、「企業による森林づくり活動実施箇所数」、「グリーン・ツーリズ

ム施設年間延べ宿泊者数」、「都市的地域における市民農園の区画数」及び「エコツアー総覧

の年間アクセス件数」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、政策評価指標の動向か

らは、進展が見られる。 

 以上のことから、国土資源及び海域の利用と保全に関する基本的な施策に関しては、政策

評価指標の動向からは、概ね進展が見られると言える。 

 

第７章 環境保全及び景観形成に関する基本的な施策 

 人間活動と自然のプロセスとが調和した物質循環の構築に関しては、大気・土壌対策等の

推進について、「１人あたり都市公園等面積」、「（参考）都市域における年間の30℃超高温時

間数、熱帯夜日数」、「ＥＴＣ利用率」、「クリーンエネルギー自動車の普及台数」、「地域の関

係者による地域公共交通に関する総合的な計画の策定件数」及び「ダイオキシン類に係る環

境基準達成率（エ．地下水質）」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、政策評価指

標の動向からは、概ね進展が見られる。 

 健全な生態系の維持・形成に関しては、自然とのふれあいの推進について、「エコツアー

総覧の年間アクセス件数」、「グリーン・ツーリズム施設年間延べ宿泊者数」、「生物多様性の

確保に資する良好な樹林地等の自然環境を保全・創出する公園・緑地」、「歩いていける身近

なみどりのネットワーク率」及び「１人あたり都市公園等面積」は、平成20年度の実績値に

進展が見られる等、政策評価指標の動向からは、進展が見られる。 
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 良好な景観等の保全・形成に関しては、健全でうるおいあるランドスケープの形成につい

て、「景観法に基づく景観重要建造物及び景観重要樹木の指定件数」及び「景観計画に基づ

き取組を進める地域の数」は、平成20年度の実績値に進展が見られる等、政策評価指標の動

向からは、進展が見られる。 

 以上のことから、環境保全及び景観形成に関する基本的な施策に関しては、政策評価指標

の動向からは、概ね進展が見られると言える。 

 

第８章 「新たな公」による地域づくりの実現に向けた基本的な施策 

 「新たな公」の担い手確保とその活動環境整備に関しては、参加主体の拡大について、「年

次有給休暇取得率」、「自主防災組織の活動カバー率」は、平成20年、平成20年度の実績値に

それぞれ進展が見られる等、政策評価指標の動向からは、進展が見られる。 

 多様な主体による国土基盤のマネジメントに関しては、「国土の利用、整備及び保全に関

する国民意識の醸成（国土計画関係ウェブサイトへのアクセス件数）」は、平成20年度の実

績値に進展が見られる等、政策評価指標の動向からは、進展が見られる。 

 多様な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による地域づくりに関しては、地域づく

りの多様な担い手の確保と緩やかな組織化について、「ブロードバンドサービスエリアの世

帯カバー率（推計）」及び「地域公共ネットワーク整備に対する支援の実施状況」は、平成

20年度において対前年度比で増加している等、政策評価指標の動向からは、概ね進展が見ら

れる。 

 以上のことから、「新たな公」による地域づくりの実現に向けた基本的な施策に関しては、

政策評価指標の動向からは、概ね進展が見られると言える。 

 


